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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な連結経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成18年９月中間期より、純資産額の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号)を適用しています。 

３ 平成17年11月18日をもって、１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。 

４ 平成18年３月期において、ベストクレジット㈱を連結の範囲に含めております。 

５ 平成18年９月中間期において、第一アドシステム㈱を連結の範囲に含めております。 

６ 平成19年４月１日をもって１株につき1.2株の割合で株式分割を行っており、平成19年３月末時点の株価は

権利落ち後の株価となっております。なお、第34期の株価収益率につきましては、権利落ち後の株価に分割

割合を乗じて算定しております。 

７ 平成19年９月中間期において、㈱東京ミッドタウンメディスンを連結の範囲に含めております。 

８ 従業員数欄の(外書)は、臨時雇用者(パートタイマー及び嘱託)の期中平均人数であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 44,975 41,024 45,626 82,635 97,045

経常利益 (百万円) 7,852 5,238 5,346 10,894 13,763

中間(当期)純利益 (百万円) 3,485 2,682 2,832 4,812 6,700

純資産額 (百万円) 40,765 53,041 56,324 52,639 56,743

総資産額 (百万円) 187,514 218,736 239,242 208,993 224,153

１株当たり純資産額 (円) 1,298.44 1,249.12 1,109.56 1,247.68 1,327.91

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 114.26 63.54 56.13 117.93 158.28

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 109.37 62.47 54.85 112.65 155.84

自己資本比率 (％) 21.7 24.2 23.3 25.2 25.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 97 8,461 2,790 11,442 17,283

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,600 △11,847 △6,742 △10,306 △23,712

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,869 1,909 12,560 6,792 △1,754

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 18,456 36,657 38,743 37,765 29,950

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
3,272

(1,908)

3,590

(2,469)

4,134

(2,520)

3,150

(1,958)

3,601

(2,407)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成18年９月中間期より、純資産額の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号)を適用しています。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 平成17年11月18日をもって、１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。 

５ 平成19年４月１日をもって１株につき1.2株の割合で株式分割を行っており、平成19年３月末時点の株価は

権利落ち後の株価となっております。なお、第34期の株価収益率につきましては、権利落ち後の株価に分割

割合を乗じて算定しております。 

６ 従業員数欄の(外書)は、臨時雇用者(パートタイマー及び嘱託)の期中平均人数であります。 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 40,650 35,181 39,153 73,551 85,168

経常利益 (百万円) 6,452 3,748 4,070 8,109 11,283

中間(当期)純利益 (百万円) 2,586 2,035 2,470 3,516 6,488

資本金 (百万円) 7,927 13,762 14,202 13,479 14,013

発行済株式総数 (千株) 31,608 42,609 51,625 42,293 42,844

純資産額 (百万円) 36,895 49,818 52,923 48,369 53,899

総資産額 (百万円) 150,560 176,770 187,045 169,476 173,295

１株当たり配当額 (円) 20 20 25 40 45

自己資本比率 (％) 24.5 28.2 28.3 28.5 31.1

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
3,028

(1,743)

3,248

(1,461)

3,742

(1,464)

2,881

(1,371)

3,238

(1,401)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 （1）異動 

前連結会計年度に非連結子会社であった㈱東京ミッドタウンメディスンにつきまして、重要性が増した

ため、当中間連結会計期間より、連結子会社といたしました。 

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメント名称を記載しております。 

２ 議決権の所有割合欄の（内書）は、間接所有割合であります。 

３ 上記子会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合がそれ

ぞれ100分の10以下であるため、主要な損益情報等は記載しておりません。 

  

４ 【従業員の状況】 
  

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時雇用者(パートタイマー及び嘱託)の当中間連結会計期間の平均雇用人員であり

ます。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時雇用者(パートタイマー及び嘱託)の当中間会計期間の平均雇用人員でありま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループでは、提出会社において労働組合が組織されております。提出会社の労働組合は「UIゼ

ンセン同盟 リゾートトラストユニオン」と称し、平成14年７月２日に結成されました。 

なお、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 

（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
（％）

関係内容

（連結子会社）

㈱東京ミッドタウンメ
ディスン

東京都渋谷区 900 メディカル事業 （66.5） 役員の兼任 ３名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

会員権事業   556      (10)

ホテルレストラン等事業 3,092   (2,179)

ゴルフ事業 168     (236)

メディカル事業 45       (3)

その他事業 1       (3)

全社(共通) 272      (89)

合計 4,134   (2,520)

従業員数(名) 3,742 (1,464)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 
  

 
  

当中間連結会計期間のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題、原油高などから世界的な金融

市場の不安があるなかで、雇用・企業収益の改善により設備投資も安定的に推移し、企業の景況感を表

す業況判断指数（ＤＩ）でも景気回復傾向にあります。 

このような状況下、余暇市場におきましては、景気回復傾向を受け、アクティブシニア層の増加や団塊

世代の退職などによってマーケットが拡大しており、今後は多様化する顧客ニーズを捉えることのでき

る商品やサービスの提供が期待されるものと考えられます。 

その中におきまして当社グループの中間連結会計期間の状況は、平成19年１月に販売開始した「エクシ

ブ箱根離宮」などにけん引され、連結売上高45,626百万円（前年同期比11.2％増）、営業利益5,279百

万円（同2.4％増）、経常利益5,346百万円（同2.1％増）、中間純利益2,832百万円（同5.6％増）と、

増収増益となりました。 

なお、医療施設経営のコンサルティング事業をおこなっております㈱東京ミッドタウンメディスンを、

当中間連結会計期間より連結子会社に含めております。 

  

  

セグメント別の業績等の概要は以下の通りとなっております。 

  

[会員権事業] 

  

 
会員権事業におきましては、今年１月より販売を開始した「エクシブ箱根離宮」などの高級会員制

リゾートホテル「エクシブ(XIV)」会員権の販売が計画を上回る進捗を見せるなど好調な販売を維持

したことにより、会員権事業全体として売上高15,082百万円（前年同期比14.7％増）、営業利益

2,977百万円（同9.9％増）となりました。 

  

前中間連結会計期間(実績)
(百万円)

当中間連結会計期間(実績)
(百万円)

前年同期比 
(％)

売上高 41,024 45,626 ＋11.2

営業利益 5,157 5,279 ＋2.4

経常利益 5,238 5,346 ＋2.1

中間純利益 2,682 2,832 ＋5.6

前中間連結会計期間(実績)
(百万円)

当中間連結会計期間(実績)
(百万円)

前年同期比 
(％)

売上高 13,150 15,082 ＋14.7

営業利益 2,710 2,977 ＋9.9



  

  

[ホテルレストラン等事業] 

  

 
ホテルレストラン等事業におきましては、昨年11月の「エクシブ京都 八瀬離宮」の開業が寄与し

ましたが、営繕費、減価償却費の増加などにより、ホテルレストラン等事業全体として、売上高

24,616百万円（前年同期比8.9％増）、営業利益1,728百万円（同0.7％減）となりました。 

  

[ゴルフ事業] 

  

 
ゴルフ事業におきましては、前期末に買収しましたゴルフ場「ザ・カントリークラブ（滋賀県）」

の運営が寄与するも、同ゴルフ場の改修費用などにより、ゴルフ事業全体として売上高3,040百万円

(前年同期比3.0％増)、営業利益61百万円（同76.1％減）となりました。 

  

[メディカル事業] 

  

 
メディカル事業におきましては、会員権販売による登録料収入、会員数の増加による年会費等の増

加、及び当中間連結会計期間から医療施設経営コンサルティング事業を行う１社が連結子会社となっ

たことなどにより、メディカル事業全体として売上高2,776百万円(前年同期比26.0％増)、営業利益

376百万円(同21.5％増)となりました。 

  

[その他事業] 

  

 
その他事業におきましては、不動産賃貸収入が主な収益源ですが、ほぼ前年並みの売上高109百万

円(前年同期比0.6％減)、営業利益135百万円(同5.0％減)となりました。 

  

  

  

前中間連結会計期間(実績)
(百万円)

当中間連結会計期間(実績)
(百万円)

前年同期比 
(％)

売上高 22,608 24,616 ＋8.9

営業利益 1,740 1,728 △0.7

前中間連結会計期間(実績)
(百万円)

当中間連結会計期間(実績)
(百万円)

前年同期比 
(％)

売上高 2,951 3,040 ＋3.0

営業利益 255 61 △76.1

前中間連結会計期間(実績)
(百万円)

当中間連結会計期間(実績)
(百万円)

前年同期比 
(％)

売上高 2,203 2,776 ＋26.0

営業利益 309 376 ＋21.5

前中間連結会計期間(実績)
(百万円)

当中間連結会計期間(実績)
(百万円)

前年同期比 
(％)

売上高 110 109 △0.6

営業利益 142 135 △5.0



(2) キャッシュ・フローの状況 

  

 
当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に

比べて8,792百万円増加し、この結果、当中間連結会計期間末残高は38,743百万円（対前連結会計年

度比29.4％の増加）となりました。 

  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は2,790百万円（前中間連結会計期間は

8,461百万円の増加）となりました。これは税金等調整前中間純利益が4,689百万円、減価償却費が 

2,464百万円となり、また、前受金が3,718百万円増加し、売上債権が1,474百万円増加したこと、新

規物件の着工に伴いたな卸資産が1,936百万円増加したことなどが主な要因であります。 

  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は6,742百万円（前中間連結会計期間は

11,847百万円の減少）となりました。これは、有形・無形固定資産の取得3,076百万円、関係会社株

式の引受け1,820百万円などによる支出が主な要因であります。 

  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加は12,560百万円（前中間連結会計期間は

1,909百万円の増加）となりました。これは、短期借入金の純増減額20,134百万円などが主な要因で

あります。 

  

  

  

前中間連結会計期間
(実績) 
(百万円)

当中間連結会計期間
(実績) 
(百万円)

前連結会計年度 
(実績) 
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,461 2,790 17,283

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,847 △6,742 △23,712

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,909 12,560 △1,754

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

36,657 38,743 29,950



２ 【生産、受注及び販売の状況】 
当社グループの実態に則した内容を記載するため、生産実績及び受注実績に換えて収容実績、契約実績

及び販売実績を記載しております。 

  

収容実績 
〔ホテルレストラン等事業〕 

  

   

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

収容能力
室

(人)

収容実績

人

室稼働率
％

(％)

１日平均
客数

人

収容能力
室

(人)

収容実績

人

室稼働率
％

(％)

１日平均
客数

人

エクシブ

エクシブ京都八瀬離宮
―

(  ―)
―

―
( ―)

―
210

(192,150)
100,430

84.4
(52.3)

548.8

エクシブ那須白河
58

(53,070)
26,387

86.3
(49.7)

144.2
58

(53,070)
26,146

85.4
(49.3)

142.9

エクシブ浜名湖
193

(176,595)
82,808

74.7
(46.9)

452.5
193

(176,595)
79,342

71.0
(44.9)

433.6

エクシブ初島クラブ
200

(139,080)
71,236

65.8
(51.2)

389.3
200

(139,080)
68,113

62.2
(49.0)

372.2

エクシブ鳴門&ＳＶ&ＳＶⅡ
182

(166,530)
79,869

76.0
(48.0)

436.4
179

(163,785)
75,305

72.7
(46.0)

411.5

エクシブ蓼科
230

(210,450)
86,470

68.4
(41.1)

472.5
230

(210,450)
85,169

67.5
(40.5)

465.4

エクシブ琵琶湖
268

(227,652)
96,100

65.6
(42.2)

525.1
268

(227,652)
93,344

63.3
(41.0)

510.1

エクシブ山中湖
252

(239,547)
80,907

64.5
(33.8)

442.1
252

(239,547)
76,710

59.5
(32.0)

419.2

エクシブ淡路島
109

(97,905)
31,389

61.3
(32.1)

171.5
109

(97,905)
29,476

58.0
(30.1)

161.1

エクシブ軽井沢&ＳＶ
240

(213,195)
81,426

66.8
(38.2)

445.0
240

(213,195)
78,909

65.0
(37.0)

431.2

エクシブ白浜&アネックス
248

(216,489)
76,925

56.8
(35.5)

420.4
248

(216,489)
78,945

58.0
(36.5)

431.4

エクシブ伊豆
227

(197,091)
57,208

49.8
(29.0)

312.6
227

(197,091)
57,350

50.1
(29.1)

313.4

エクシブ鳥羽&アネックス
405

(346,053)
109,493

54.7
(31.6)

598.3
405

(346,053)
110,506

55.4
(31.9)

603.9

エクシブ小計
2,612

(2,283,657)
880,218

63.6
(38.5)

282.9
2,819

(2,473,062)
959,745

63.6
(38.8)

291.4

サンメン 
バーズ

リゾーピア箱根
200

(158,478)
49,643

67.1
(31.3)

271.3
200

(158,478)
49,950

70.0
(31.5)

273.0

リゾーピア熱海
206

(182,451)
50,047

60.9
(27.4)

273.5
206

(182,451)
46,372

57.2
(25.4)

253.4

リゾーピア久美浜
57

(51,057)
8,199

30.0
(16.1)

44.8
57

(51,057)
7,740

29.1
(15.2)

42.3

リゾーピア別府
60

(54,900)
8,543

35.0
(15.6)

46.7
60

(54,900)
8,499

35.4
(15.5)

46.4

サンメンバーズ高山
12

(3,660)
624

39.1
(17.1)

10.2
―

(  ―)
―

―
(  ―)

―

サンメンバーズひるがの
36

(24,339)
10,129

62.5
(41.6)

55.4
36

(24,339)
9,488

60.3
(39.0)

51.8

サンメンバーズ奥志摩
32

(5,856)
346

40.6
(5.9)

5.7
―

(  ―)
―

―
( ―)

―

サンメンバーズ京都嵯峨
67

(28,914)
14,293

66.0
(49.4)

78.1
67

(28,914)
13,861

64.1
(47.9)

75.7

サンメンバーズ東京新宿
181

(68,442)
37,345

88.8
(54.6)

204.1
181

(66,946)
36,247

88.0
(54.1)

202.5

サンメンバーズ東京新橋
23

(12,627)
4,440

82.6
(35.2)

24.3
23

(12,627)
4,279

81.2
(33.9)

23.4

サンメンバーズ名古屋白川
87

(30,195)
19,028

83.2
(63.0)

104.0
87

(30,195)
19,700

82.8
(65.2)

107.7

サンメンバーズ名古屋錦
79

(25,437)
15,398

82.4
(60.5)

84.1
79

(25,437)
16,591

83.8
(65.2)

90.7

サンメンバーズ大阪梅田
69

(20,130)
8,936

57.9
(44.4)

48.8
69

(20,130)
8,288

54.5
(41.2)

45.3

サンメンバーズ神戸
53

(17,019)
8,679

66.5
(51.0)

47.4
53

(17,019)
8,374

63.9
(49.2)

45.8

サンメンバーズ鹿児島
110

(27,816)
14,511

63.5
(52.2)

79.3
110

(27,816)
14,769

64.2
(53.1)

80.7

サンメンバーズ小計
1,272

(711,321)
250,161

67.0
(35.2)

100.0
1,228

(700,309)
244,158

66.6
(34.9)

102.8



 
(注) １ 収容能力欄には、稼働可能室数又は席数を記載しております。収容能力欄の( )内は延べ収容可能人数で、

客室定員数に営業日数を乗じて算出しております。 

２ 室稼働率は利用室数を延べ稼働可能室数で除して算出しております。 

また、室稼働率欄の( )内は定員稼働率で、年間の収容実績人数を収容可能人数で除して算出しておりま

す。 

３ サンメンバーズ高山及びサンメンバーズ奥志摩は平成18年５月31日に閉館のため、前期の営業日数は61日と

なっております。 

４ レストランはローズルーム名古屋・ローズルーム大阪の２店舗であります。 

５ 「ＳＶ」は、「サンクチュアリ・ヴィラ」の略称であります。 

６ サンメンバーズ東京新宿は平成19年６月３日から６日までリニューアルのため全館クローズしており、当期

の営業日数は179日となっております。 

  

〔ゴルフ事業〕 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

収容能力
室

(人)

収容実績

人

室稼働率
％

(％)

１日平均
客数

人

収容能力
室

(人)

収容実績

人

室稼働率
％

(％)

１日平均
客数

人

トラスティ

トラスティ心斎橋
211

(51,972)
47,538

96.4
(91.5)

259.8
211

(51,972)
47,147

96.2
(90.7)

257.6

トラスティ名古屋栄
204

(48,129)
39,023

89.4
(81.1)

213.2
204

(48,129)
39,039

89.9
(81.1)

213.3

トラスティ名古屋
250

(61,305)
43,157

82.7
(70.4)

235.8
250

(61,305)
46,179

87.1
(75.3)

252.3

トラスティ小計
665

(161,406)
129,718

89.1
(80.4)

236.3
665

(161,406)
132,365

90.9
(82.0)

241.1

ワールドタイムシェアリングシステム

(ＷＴＳ)
41

(16,287)
1,827

9.0
(11.2)

10.0
41

(16,287)
1,293

5.1
(7.9)

7.1

ホテル計
4,590

(3,172,671)
1,261,924

67.8
(39.8)

198.9
4,753

(3,351,064)
1,337,561

67.7
(39.9)

209.0

レストラン
204席 
(─)

14,176 ― ―
204席
(─)

13,338 ― ─

合計 ─ 1,276,100 ― ― ─ 1,350,899 ― ─

区分
ホール 
数(H)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

営業日数

(日)

収容実績(名) １日平均
来場者数

(名)

営業日数

(日)

収容実績(名) １日平均
来場者数

(名)メンバー ゲスト 合計 メンバー ゲスト 合計

グランディ那須白河 
ゴルフクラブ

36 182 2,806 23,217 26,023 143.0 182 3,280 26,933 30,213 166.0

グランディ浜名湖 
ゴルフクラブ

18 183 6,568 15,174 21,742 118.8 182 6,788 14,631 21,419 117.7

グランディ鳴門 
ゴルフクラブ36

36 183 8,773 30,248 39,021 213.2 183 8,355 29,627 37,982 207.6

その他 ― 183 6,127 15,001 21,128 115.5 ─ 7,180 27,396 34,576 ─

合計 ― ─ 24,274 83,640 107,914 ─ ─ 25,603 98,587 124,190 ─



契約実績 

会員権事業のホテル会員権の契約実績は次の通りであります。 

(単位 百万円) 

 
(注) １ 「その他」は解約合意金等であり、会員権事業の売上高のその他に含めております。( )内は口数でありま

す。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

期首繰延
残高

期中 
契約高

期中
売上高

期末繰延
残高

期首繰延
残高

期中
契約高

期中 
売上高

期末繰延
残高

登録料部分 ―
8,406
(2,599)

8,406
(2,599)

― ─
9,478
(2,657)

9,478
(2,657)

─

不動産部分
15,299
(3,158)

10,335
(2,585)

3,334
(1,167)

22,299
(4,576)

15,070
(2,700)

11,126
(2,653)

4,600
(1,345)

21,596
(4,008)

保証金部分 ―
2,719
(2,313)

― ― ─
2,571
(2,572)

─ ─

その他 ― ― 1,409 ― ─ ─ 1,004 ─

計 15,299 21,460 13,150 22,299 15,070 23,176 15,082 21,596



次へ 

販売実績 

  

 
(注) １ 数量欄に記載のないものについては、取扱品目が多岐にわたり記載が困難のため記載しておりません。 

２ 会員権事業のその他は、会員権の解約合意金と営業貸付金利息収入等であります。 

３ ホテルレストラン等事業のその他は、ローズルーム名古屋・大阪(レストラン)２店舗の売上高、名義書換

料、ワンダーネット事業の売上高、通販収入、旅行部門の売上高、清掃業売上高、会員制ホテルの交換利用

における手数料収入、ヘアアクセサリー等の製造・販売、及びトータルビューティー事業、テレマーケティ

ング事業の売上高等であります。 

４ ゴルフ事業のその他は、営業貸付金利息収入等であります。 

５ メディカル事業のその他は、会員権の解約合意金、営業貸付金利息収入、ロイヤルティ収入等であります。

６ その他事業のその他は、営業貸付金利息収入等であります。 

７ 上記の金額は、連結消去後の数値であります。 

８ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別 
セグメントの名称

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

数量 金額(百万円) 数量 金額(百万円)

会員権事業

ホテル 
会員権

登録料売上 2,599口 8,406 2,657口 9,478

不動産売上 1,167口 3,334 1,345口 4,600

計 ― 11,740 ― 14,078

その他 ― 1,409 ― 1,004

小計 ― 13,150 ― 15,082

ホテルレストラン等
事業

料飲売上

―

9,269

―

10,422

宿泊料売上 5,424 6,017

施設付帯売上 2,498 2,625

運営管理費収入 2,012 2,177

保証金償却収入 635 783

その他 2,767 2,588

小計 22,608 24,616

ゴルフ事業

登録料収入 263口 138 161口 85

ゴルフ場売上

―

2,660

―

2,789

年会費収入 111 125

その他 41 39

小計 2,951 3,040

メディカル事業

メディカル会員権 257枚 559 311枚 620

医療用機器等賃貸料

―

480

―

687

年会費収入 646 690

保証金償却収入 478 570

その他 37 207

小計 2,203 2,776

その他事業

賃貸料収入

―

90

―

87

その他 20 22

小計 110 109

合計 ― ― 41,024 ― 45,626



次へ 

施設別販売実績 

〔ホテルレストラン等事業〕 

(単位 百万円) 

 
  

  

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

売上高 売上高

料飲売上
宿泊料
売上

施設付帯
売上

小計 料飲売上
宿泊料
売上

施設付帯 
売上

小計

エクシブ

エクシブ京都八瀬離宮 ─ ─ ─ ─ 1,222 553 266 2,042

エクシブ那須白河 463 123 106 693 482 118 104 705

エクシブ浜名湖 899 386 241 1,527 884 371 205 1,462

エクシブ初島クラブ 722 332 325 1,380 687 352 303 1,343

エクシブ鳴門&ＳＶ&ＳＶⅡ 563 397 208 1,169 536 373 192 1,102

エクシブ蓼科 832 427 195 1,455 855 428 188 1,472

エクシブ琵琶湖 1,105 356 240 1,702 1,067 351 222 1,640

エクシブ山中湖 684 336 206 1,227 666 322 203 1,191

エクシブ淡路島 279 116 43 439 261 110 38 409

エクシブ軽井沢&ＳＶ 666 333 174 1,174 660 338 164 1,163

エクシブ白浜&アネックス 580 268 107 955 597 273 111 982

エクシブ伊豆 362 197 63 624 366 194 67 629

エクシブ鳥羽&アネックス 842 343 220 1,406 868 349 210 1,428

エクシブ小計 8,003 3,618 2,134 13,756 9,157 4,139 2,279 15,575

サンメン 
バーズ

リゾーピア箱根 385 183 73 642 392 195 71 660

リゾーピア熱海 308 159 55 523 307 160 42 509

リゾーピア久美浜 62 26 4 94 59 29 5 93

リゾーピア別府 58 22 5 86 57 20 6 85

サンメンバーズ高山 4 1 0 5 ─ ─ ─ ─

サンメンバーズひるがの 87 38 10 137 83 38 10 133

サンメンバーズ奥志摩 2 0 0 3 ─ ─ ─ ─

サンメンバーズ京都嵯峨 72 46 7 126 69 46 7 123

サンメンバーズ東京新宿 99 159 19 278 101 158 18 278

サンメンバーズ東京新橋 ─ 13 ─ 13 ─ 12 ─ 12

サンメンバーズ名古屋白川 ─ 86 74 161 ─ 91 73 164

サンメンバーズ名古屋錦 ─ 71 3 74 ─ 75 3 78

サンメンバーズ大阪梅田 ─ 33 ─ 33 ─ 24 ─ 24

サンメンバーズ神戸 36 22 9 68 32 24 6 63

サンメンバーズ鹿児島 5 64 6 76 4 66 6 78

サンメンバーズ小計 1,123 931 272 2,327 1,108 946 252 2,307



前へ 

  

 
(注) １ その他収入は、ローズルーム名古屋・大阪(レストラン)２店舗の売上高、名義書換料、ワンダーネット事業

の売上高、通販収入、旅行部門の売上高、清掃業売上高、会員制ホテルの交換利用における手数料収入、ヘ

アアクセサリー等の製造・販売及びトータルビューティ事業、テレマーケティング事業の売上高等でありま

す。 

２ サンメンバーズ東京新橋、名古屋白川、名古屋錦、大阪梅田には、レストラン部門がないため料飲売上の計

上はありません。 

３ サンメンバーズ高山及びサンメンバーズ奥志摩は平成18年５月31日に閉館のため、前中間連結会計期間の営

業日数は61日となっております。 

４ 「ＳＶ」は、「サンクチュアリ・ヴィラ」の略称であります。 

５ 上記の金額は、連結消去後の数字であります。 

６ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

〔ゴルフ事業〕 
(単位 百万円) 

 
(注) １ 上記の金額は、連結消去後の数値であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

売上高 売上高

料飲売上
宿泊料 
売上

施設付帯
売上

小計 料飲売上
宿泊料
売上

施設付帯 
売上

小計

トラスティ

トラスティ心斎橋 88 347 46 482 98 384 46 529

トラスティ名古屋栄 26 267 25 319 27 271 25 324

トラスティ名古屋 26 260 20 307 30 276 22 329

トラスティ小計 142 874 91 1,109 156 932 94 1,183

ホテル計 9,269 5,424 2,498 17,192 10,422 6,017 2,625 19,065

全社
運営管理費収入 2,012 2,177

保証金償却収入 635 783

その他収入 2,767 2,588

合計 22,608 24,616

区分

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

登録料 
収入

ゴルフ場 
売上

年会費
収入

小計
登録料
収入

ゴルフ場
売上

年会費 
収入

小計

グランディ那須白河 
ゴルフクラブ

101 460 23 585 62 505 26 594

グランディ浜名湖 
ゴルフクラブ

2 344 28 376 ― 318 28 347

グランディ鳴門 
ゴルフクラブ36

35 943 24 1,002 23 902 24 950

その他 ― 912 34 946 ― 1,101 46 1,147

合計 138 2,660 111 2,910 85 2,828 125 3,040



３ 【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。また、株式会社の支配に関する基本方針について以下のとおり定めてお

ります。 

Ⅰ当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応

じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべ

きものであると考えます。 

 しかし、当社の会員制事業という事業の特殊性も鑑み、会員を中心とした顧客との長期的な信頼関係の構

築、そして、取引先、従業員、地域コミュニティなどの当社グループに関わる全てのステークホルダーとの

信頼関係を継続的に維持、伸張させていくためには、当社グループの強みである「営業力」、「企画開発

力」及び「運営力」を機軸とした中長期的な視野を持った経営的な取組みが必要不可欠であると考えており

ます。当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者によりこうした中長期的視点に立った施策が実行され

ない場合、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益や当社グループに関わる全てのステークホルダ

ーの利益は毀損されることになる可能性があります。 

 当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めております

ものの、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうかな

ど買付者による大規模な買付行為の是非を株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び

当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式の継続保有

をお考えの株主の皆様にとっても、かかる買付行為が当社グループに与える影響や、買付者が考える当社グ

ループの経営に参画したときの経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の

情報は、当社株式の継続保有を検討するうえで重要な判断材料となると考えます。 

 以上を考慮した結果、当社としましては、大規模な買付行為を行う買付者において、株主の皆様の判断の

ために、当社が設定し事前に開示する一定のルール（詳細については、III ３．をご参照下さい。以下「大

規模買付ルール」といいます。）に従って、買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に

提供し、当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該買付行為を開始する必要があると考

えております。 

 また、大規模な買付行為の中には、当該買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうもの

（詳細につきましては、III ４.（１）の イ．ないしト．をご参照下さい。）と認められるものもないとは

言えません。当社は、かかる大規模な買付行為に対して、当社取締役会が本対応方針に従って適切と考える

方策をとることも、企業価値ひいては株主共同の利益を守るために必要であると考えております。 

II 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特

別な取組み 

 当社は、会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みとして、下記IIIで記載するもののほ

か、以下の取組みを行っております。 

１. 中期経営計画に基づく取組み 

 当社は、平成１５年４月に中期５ヵ年経営計画「パワー・ブランド計画」（以下「パワー・ブランド計

画」といいます。）をスタートさせました。この「パワー・ブランド計画」では、「ビジネスモデル革

新」、「経営品質改革」を２大テーマとし、当社グループのブランド力を高め、競争力や収益力をさらに向

上させながら長期的な企業価値ひいては株主共同の利益の向上を狙っていくことを目標としました。 

 本年は「パワー・ブランド計画」最終年度となりますが、定量及び定性両面において計画達成に向け順調

に推移しており、「パワー・ブランド計画」の完全達成、そして、次期中期経営計画に向けた取組みを着実



に遂行し、当社グループに関わる全てのステークホルダーに対しより高い価値を提供するために、グループ

一丸となって取り組んでまいります。 

 既存事業につきましては、当社グループの中核となる会員制リゾートホテル事業のビジネスモデルの強化

を図る一方、当社グループの顧客基盤である、富裕層を中心とした１２万人超の会員組織に更なる付加価値

サービスを提供、今後増加が見込まれるアクティブシニア層や団塊世代をターゲットとした商品ラインアッ

プを充実させることにより、一層の企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図ってまいります。 

 また、当社グループは、全米ベストホスピタルランキングで、17年連続第一位の評価を受けている「ジョ

ンズ ホプキンス メディスン インターナショナル」と日本で初めて提携し、2007年３月から、「東京ミッ

ドタウンメディカルセンター」（東京都港区六本木 東京ミッドタウン・タワー６階）において、医療施設

計画立案や医療施設運営に関するノウハウを導入致しました。この提携により、同社の医療施設経営に関わ

る最高レベルのノウハウを導入することができ、従来のコンセプトとは異なる先進的なメディカルサービス

を提供することが可能となりました。今後もこのような戦略的事業提携を積極的に行い、他社サービスとは

一線を画した高付加価値で、オリジナリティ溢れるサービスの提供を行なってまいります。 

 新規事業分野につきましては、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の向上のため、当社の掲

げるミッションステートメントを実現できる事業領域へ積極的に事業展開を行なっております。特に、当社

グループのメディカル事業分野につきましては、国内人口の高齢化や、消費者の健康志向の高まり、また、

いつまでも若くありたいというアンチエイジング（抗加齢）へのニーズなど、今後、市場の拡大が見込まれ

ることから、他社との提携なども状況に応じて活用し、新たなビジネスモデルの構築に向け取り組んでまい

ります。 

 当社グループの事業は、富裕層を中心にした顧客密着型営業や会員制ホテルならではの顧客とのリレーシ

ョンを重視した顧客サービスが中心となるため、中長期的な視野で見た従業員の育成が大変重要となってま

いります。そこで、当社グループは従業員がやりがいを持って働くことのできる職場環境を形成するため、

社内外の研修の充実など従業員育成の仕組みづくりを推進しています。 

 また、当社グループはリゾート地を中心にホテルやゴルフ場の開発を行なっており、自然環境は、当社が

提供する「かけがえのない商品そのもの」であることから、美しい健全な環境を次世代に引き継ぐことを、

社会に対する責任の一つと位置づけております。そのため、さまざまな形で環境との調和を進め、その一環

として、平成１８年７月には、環境マネジメントシステムの国際規格「ISO14001」の認証を取得しました。

また、事業運営においては、地域社会との共存が必要不可欠であるとの認識の下、地域社会との共生を図る

ため、地域密着型の運営を行なっております。 

２.コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組み 

 当社は、株主の皆様をはじめ顧客・会員、取引先、地域コミュニティ、従業員等すべてのステークホルダ

ーから信頼される企業となるため、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要な課題として位置付

け、企業倫理と遵法を徹底するとともに、内部統制システムを整備し、経営の透明性を確保することに努め

ております。 

 まず、当社は、平成１４年１０月に内部告発者保護制度を導入し、当社従業員のみならず取引先事業者等

外部関係者から、法令違反、企業倫理違反または会社の諸規則違反について通報を受け付けております。通

報者が通報を躊躇することのないように、通報者に対しては不利益取り扱い禁止の原則が適用されます。ま

た、監査体制の一層の強化を図るために、平成１６年６月より社外監査役を１名増員し、監査役４名中３名

を社外監査役としています。 

 今後とも、より一層のコーポレート・ガバナンスの強化を進め、当社グループの企業価値ひいては株主共

同の利益の長期安定的な向上に努めていく所存です。 

 以上のように、パワー・ブランド計画に基づく取組みは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利



益を向上させ、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付者が現れる危険

性を低減するものと考えます。また、コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組みは、パワー・ブ

ランド計画を推進し、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図る基盤となるものと考えます。従って、

かかる取組みは、会社支配に関する基本方針に沿うものであると考えます。 

III 会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配され

ることを防止するための取組み 

 当社は、Iで述べた会社支配に関する基本方針に照らし、特定株主グループ(注１)の議決権割合(注２)を

２０％以上とすることを目的とする当社株券等(注３)の買付行為、または結果として特定株主グループの議

決権割合が２０％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を

問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きます。かかる買付行為を以下

「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を以下「大規模買付者」といいます。）が行われる場

合には、以下のとおり一定の合理的なルール（大規模買付ルール）に従っていただくこととし、これを遵守

した場合及び遵守しなかった場合につき一定の対応方針を定めることをもって、会社支配に関する基本方針

に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

と致します。 

注１：特定株主グループとは、 

(i) 当社の株券等（証券取引法第２７条の２３第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第２７条の２３第３項に基づき

保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者（同法第２７条の２３第５項に規定する共同保有者をい

い、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）並びに当該保有者との間でまたは当該保有者の

共同保有者との間で保有者・共同保有者間の関係と類似した一定の関係にある者（以下「準共同保有者」といいます。）または、 

(ii) 当社の株券等（同法第２７条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第２７条の２第１項に規定する買付

け等をいい、競売買の方法によるか否かを問わず取引所有価証券市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係

者（同法第２７条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）を意味します。 

注２：議決権割合とは、 

(i) 特定株主グループが、注１の(i)記載の場合は、①当該保有者の株券等保有割合（同法第２７条の２３第４項に規定する株券等保

有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以

下同じとします。）も計算上考慮されるものとします。）と、②当該保有者の準共同保有者の株券等保有割合とを合わせた割合（但

し、①と②の合算において、①と②との間で重複する保有株券等の数については、控除するものとします。）または、 

(ii) 特定株主グループが、注１の(ii)記載の場合は、当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等所有割合（同法第２７条の２第

８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。 

各株券等保有割合及び各株券等所有割合の算出に当たっては、総議決権の数（同法第２７条の２第８項に規定するものをいいます。）

及び発行済株式の総数（同法第２７条の２３第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、半期報告書及び自己株券買付

状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。 

注３：株券等とは、証券取引法第２７条の２３第１項に規定する株券等を意味します。 

（証券取引法は、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成18年６月14日 法律第65号）により金融商品取引法に改められており

ます。） 

１. 本対応方針導入の必要性 

 Iで述べましたとおり、当社は、大規模買付者においては、大規模買付行為に先立ち、株主の皆様の判断

のために、当社が設定し事前に開示する大規模買付ルールに従って、大規模買付行為に関する必要かつ十分

な情報を当社取締役会に事前に提供し、かつ、当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当

該大規模買付行為を開始すべきであると考えております。 

 当社取締役会は、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する当社取締役会としての意見の検討



を速やかに開始し、ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門

家（以下「外部専門家等」といいます。）の助言を受けながら慎重に検討したうえで意見を形成し公表致し

ます。さらに、取締役会が必要と認めれば、大規模買付者の提案の改善についての交渉や当社取締役会とし

ての株主の皆様に対する代替案の提示も行います。かかるプロセスを経ることにより、当社株主の皆様は、

当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模買付者の提案と（代替案が提示された場合には)その代替案を

検討することが可能となり、最終的な応否を適切に決定する機会を与えられることとなります。 

 このような大規模買付ルールの設定については、裁判所においても「経営支配権を争う敵対的買収者が現

れた場合において、取締役会において、当該敵対的買収者に対し事業計画の提案と検討期間の設定を求め、

当該買収者と協議してその事業計画の検討を行い、取締役会としての意見を表明するとともに、株主に対し

代替案を提示することは、提出を求める資料の内容と検討期間が合理的なものである限り、取締役会にとっ

てその権限を濫用するものとはいえない」と判示され、その正当性が是認されているところです（東京地方

裁判所平成１７年７月２９日決定）。 

 併せて、大規模買付ルールを遵守した場合及び遵守しなかった場合につき一定の対応方針を定め、会社支

配に関する基本方針に照らして不適切なものによって大規模買付行為がなされた場合の取組みとして、本対

応方針を定めることとしました。 

２. 独立委員会の設置 

 本対応方針を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するための諮問機関と

して、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするた

め、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役、及び社外有識者（注

４）の中から選任します。独立委員会の概要は資料２のとおりです。 

 本対応方針においては、下記III ４.（１）に記載のとおり大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した

場合には、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置を発動せず、下記III ４．（２）に記載のとお

り大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、対抗措置をとることがある、という形で対

抗措置発動にかかる客観的な要件を設定しております。しかし、大規模買付行為が企業価値ひいては株主共

同の利益を著しく損なう場合にあたるか否かの判断（下記III ４．（１）をご参照下さい。）、大規模買付

ルールを遵守したか否かの判断（下記III ４．（２）をご参照下さい。）、取締役会評価期間を延長するか

否かの判断（下記III ３．（２）をご参照下さい。）、対抗措置を発動・変更・停止すべきか否かの判断

（下記III ４．（３）をご参照下さい。）など、本対応方針にかかる重要な判断に際しては、必ず独立委員

会に諮問することとし、当社取締役会はその勧告を最大限尊重するものとします。 

 独立委員会は、必要に応じて、当社取締役会及び独立委員会から独立した外部専門家等の助言を得ること

等ができるものとします。なお、かかる助言を得るに際し要した費用は、特に不合理と認められる例外的な

場合を除き、全て当社が負担するものとします。 

 独立委員会の決議は、原則として現任の委員全員の出席により、その過半数をもってこれを行います。但

し、独立委員会委員の全員が出席できないやむを得ない事情がある場合には、独立委員会委員の過半数の出

席により、出席者の過半数をもってこれを行います。 

注４：社外有識者は、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法等を主たる研究対象とす

る学識経験者、またはこれらに準ずる者を対象として選任するものとします。 

３. 大規模買付ルールの内容 

（１） 情報の提供 

 当社が設定する大規模買付ルールとは、①大規模買付者が当社取締役会に対して大規模買付行為に関する

必要かつ十分な情報を事前に提供し、②当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後に大規模買付行

為を開始する、というものです。 



具体的には、まず、大規模買付者には、当社代表取締役宛に、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代

表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付行為の概要を明示した、大規模買付ルールに従う旨の「意

向表明書」をご提出いただいたうえで、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断及び当社取締役会と

しての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）を提供していただきま

す。 

 当社取締役会は、意向表明書受領後１０営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただくべき本必要情

報のリストを当該大規模買付者に交付します。当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけでは

不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報

提供を求めます。 

 本必要情報の具体的内容は、大規模買付者の属性、大規模買付行為の目的及び内容によって異なります

が、一般的な項目の一部は以下のとおりです。 

  ①大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、準共同保有者及び特別関係者（並びにファンドの場合

は各組合員その他の構成員）を含みます。）の概要（大規模買付者の事業内容、資本構成、当社グル

ープの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。） 

 ②大規模買付行為の目的及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の仕組

み、買付等の方法の適法性、買付等及び関連する取引の実現可能性等を含みます。）  

 ③当社株式の取得対価の算定根拠及び取得資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）

の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

 ④当社グループの経営に参画した後に想定している経営者候補（当社グループの事業と同種の事業につ

いての経験等に関する情報を含みます。）、経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、

資産活用策等（以下「買付後経営方針等」といいます。） 

 ⑤当社グループの取引先、顧客・会員、従業員、地域コミュニティ等のステークホルダーと当社グルー

プとの関係に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無及びその内容 

 なお、大規模買付行為の提案があった事実及び当社取締役会に提供された本必要情報は、当社株主の皆様

の判断のために必要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部または

一部を開示します。 

（２） 取締役会による評価期間 

 次に、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し本

必要情報の提供を完了した後、６０日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買

付の場合）または９０日間（その他の大規模買付行為の場合）を当社取締役会による評価、検討、交渉、意

見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと

考えます。従って、大規模買付行為は、かかる取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。

なお、当社取締役会は、本必要情報の提供が完了した場合には、速やかにその旨及び取締役会評価期間が満

了する日を公表致します。 

 取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会に諮問し、また、必要に応じて外部専門家等の助言を

受けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限尊重したうえ

で、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、当社取締役会は、必要に応じ、大

規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉したり、当社取締役会として当社株主の

皆様に対し代替案を提示することもあります。 

 なお、独立委員会が取締役会評価期間内に対抗措置の発動または不発動の勧告を行うに至らないこと等の

理由により、当社取締役会が取締役会評価期間内に対抗措置の発動または不発動の決議に至らないことにつ

きやむを得ない事情がある場合、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、必要な範囲内で取締役会評



価期間を最大３０日間延長することができるものとします。当社取締役会が取締役会評価期間の延長を決議

した場合、当該決議された具体的期間及びその具体的期間が必要とされる理由を適用ある法令等及び証券取

引所規則に従って直ちに株主の皆様に対して開示します。 

４. 大規模買付行為が為された場合の対応方針 

（１） 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対

であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、当社株

主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模買付者

の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に

対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。 

 もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合であると、当社取締役会が判断したときには、当社

取締役会は企業価値ひいては株主共同の利益を守るために適切と考える方策を取ることがあります。具体的

には、以下の類型に該当すると認められる場合には、原則として、大規模買付行為が企業価値ひいては株主

共同の利益を著しく損なう場合に該当するものと考えます。なお、上記の例外的対応をとる際の判断の客観

性及び合理性を担保するため、当社取締役会は、大規模買付者の提供する買付後経営方針等を含む本必要情

報に基づいて、外部専門家等の助言を得ながら、当該大規模買付者及び大規模買付行為の具体的内容や、当

該大規模買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益に与える影響を検討し、独立委員会からの勧告を最大

限尊重したうえで判断します。 

イ．次の①から④までに掲げる行為等当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すおそれのある大規模買付行為である場合 

 ①株式を買い占め、その株式について会社側に対して高値で買取りを要求する行為  

 ②会社を一時的に支配して、会社の重要な資産等を廉価に取得する等会社の犠牲の下に買収者の利益を

実現する経営を行うような行為 

 ③会社の資産を買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為 

 ④会社経営を一時的に支配して会社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利益

をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜

ける行為 

ロ．強圧的二段階買収（最初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは二段階目の買

付条件を明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うことをいいます。）等、株主に株式の売却

を事実上強要するおそれがある大規模買付行為である場合 

ハ．大規模買付者による支配権取得により、従業員、顧客・会員、取引先、地域コミュニティ等のステーク

ホルダーの利益が損なわれ、それによって当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益が著しく損

なわれる場合 

ニ．大規模買付行為の条件（対価の種類・価額、大規模買付行為の時期、買付方法の適法性、大規模買付行

為の後における当社グループの従業員、顧客・会員、取引先、地域コミュニティ等のステークホルダー

への対応方針等を含みます。）が当社グループの本源的価値に鑑み著しく不十分または不適当な大規模

買付行為である場合 

ホ．当社グループの企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社グループの従業員、取引先、顧客・会員、地

域コミュニティ等との関係または当社グループの企業文化を破壊することなどにより、当社グループの

企業価値ひいては株主共同の利益を害する重大なおそれをもたらす大規模買付行為である場合 

へ．大規模買付者の経営陣または主要株主若しくは出資者に反社会的勢力と関係を有する者が含まれている



場合等、大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると合理的な根拠をもって判

断される場合 

ト．その他 イ．ないし へ．に準ずる場合で、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損

なうと判断される場合 

（２）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

 大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわ

らず、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の発行等、

会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。大

規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か及び対抗措置の発動の適否は、外部専門家等の意見も参考

にし、また独立委員会の勧告を最大限尊重し、当社取締役会が決定します。 

 具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択

することとします。例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合の概要は別紙１に記載のと

おりですが、実際に新株予約権を発行する場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さ

ないことを新株予約権の行使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間や行使条件等を設

けることがあります。 

（３） 対抗措置発動の停止等について 

 当社取締役会は、対抗措置をとることを決定した後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変

更を行った場合など、対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告

を最大限尊重したうえで、対応措置の発動の停止または変更を行うことがあります。 

 例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合において、新株予約権の割当てを受けるべき

株主が確定した後に、大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行うなど、対抗措置をとることが

適切でないと当社取締役会が判断した場合には、次のとおり対抗措置発動を停止することができるものとし

ます。 

 ①当該新株予約権の効力発生日までの間は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、新株予約権の

無償割当てを中止する。 

 ②新株予約権の無償割当て後においては、行使期間開始までの間は、独立委員会の勧告を最大限尊重し

たうえで当該新株予約権を無償取得する。 

 このような対抗措置発動の停止を行う場合は、独立委員会が必要と認める事項とともに速やかな情報開示

を行います。 

５．株主・投資家に与える影響等 

（１）大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等 

 大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、

現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替案の提示を受

ける機会を保証することを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規

模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが企業価値ひいては株主

共同の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、当社株主及び投資

家の皆様が適切な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、当社株主及び投資家の皆様の利益に資す

るものであると考えております。 

 なお、上記III ４．において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより大

規模買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、当社株主及び投資家の皆様におかれましては、大

規模買付者の動向にご注意ください。 

（２） 対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等 



 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共

同の利益を守ることを目的として、会社法その他の法律及び当社定款により認められている対抗措置をとる

ことがありますが、当該対抗措置の仕組上、当社株主の皆様（対抗措置の発動対象となった大規模買付行為

を行う大規模買付者を除きます。）が法的権利または経済的側面において格別の損失を被るような事態が生

じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び

証券取引所規則に従って適時適切な開示を行います。 

 なお、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合には、新株予約権の行使により新株を取得する

ために、株主の皆様には、所定の期間内に一定の金額の払込みをしていただく必要があります。また、当社

取締役会が新株予約権を取得することを決定した場合には、行使価額相当の金額を払い込むことなく、当社

による新株予約権の取得の対価として、株主の皆様に新株を交付することがあります。かかる手続きの詳細

につきましては、実際に新株予約権を発行することになった際に、法令に基づき別途お知らせ致します。但

し、名義書換未了の当社株主の皆様に関しましては、新株予約権を取得するためには、別途当社取締役会が

決定し公告する新株予約権の割当期日までに、名義書換を完了していただく必要があります。（なお、証券

保管振替機構に対する預託を行っている株券につきましては、名義書換手続きは不要です。） 

 なお、独立委員会の勧告を受けて、当社取締役会が当該新株予約権の発行の中止または発行した新株予約

権の無償取得を行う場合には、１株あたりの株式の価値の希釈化は生じませんので、当該新株予約権の無償

割当に係る権利落ち日以降に当社株式の価値の希釈化が生じることを前提に売買を行った株主または投資家

の皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。 

６. 本対応方針の適用開始と有効期限 

 本対応方針は、平成１９年６月２８日開催の当社第３４回定時株主総会承認日より発効し、有効期

限は同承認から３年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までと

します。 

 但し、本対応方針の有効期間中であっても、当社の株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行

われた場合、または当社取締役会が独立委員会の勧告を最大限尊重した上で本対応方針を廃止する旨の決議

を行った場合には、当該決議の時点をもって本対応方針は廃止されるものとします。その場合には、当社

は、その廃止の事実を速やかにお知らせします。 

 また、本対応方針の有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から、関係法

令の整備や、東京証券取引所・名古屋証券取引所が定める上場制度の整備等を踏まえ随時見直しを行い、独

立委員会の勧告を最大限尊重して、本対応方針の変更を行うこともあります。その場合にも、当社は、その

変更内容を速やかにお知らせします。 

Ⅳ 本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないこ

と、会社役員の地位の維持を目的とするものでないこと及びその理由 

（１）本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであること 

 本対応方針は、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為が為された場合の対応方針、独立委員会の設

置、株主及び投資家の皆様に与える影響等を規定するものです。 

 本対応方針は、大規模買付者が大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供

すること、及び当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始するこ

とを求め、これを遵守しない大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記

しています。 

 また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付者の大規模買付行為が企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なうものと当社取締役会が判断した場合には、かかる大規模買付者に対し

て当社取締役会は企業価値ひいては株主共同の利益を守るために適切と考える対抗措置を講じることがある



ことを明記しています。 

 このように本対応方針は、会社支配に関する基本方針の考え方に沿って設計されたものであるといえま

す。 

（２） 本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものではないこと 

 Iで述べたとおり、会社支配に関する基本方針は、企業価値ひいては株主共同の利益を尊重することを前

提としています。本対応方針は、かかる会社支配に関する基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の

皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や当社取締役会の意見の提供、代替案の

提示を受ける機会の提供を保証することを目的としております。本対応方針によって、当社株主及び投資家

の皆様は適切な投資判断を行うことができますので、本対応方針が企業価値ひいては株主共同の利益を損な

うものではなく、むしろその価値及び利益に資するものであると考えます。 

 さらに、本対応方針の発効・継続が当社株主の皆様の承認を条件としており、当社株主が望めば本対応方

針の廃止も可能であることは、本対応方針が企業価値ひいては株主共同の利益を損なわないことを担保して

いると考えられます。 

（３） 本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

 本対応方針は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべき

ことを大原則としつつ、企業価値ひいては株主共同の利益を守るために必要な範囲で大規模買付ルールの遵

守の要請や対抗措置の発動を行うものです。本対応方針は当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前か

つ詳細に開示しており、当社取締役会による対抗措置の発動はかかる本対応方針の規定に従って行われま

す。当社取締役会は単独で本対応方針の発効・継続を行うことはできず、当社株主の皆様の承認を要しま

す。 

 また、大規模買付行為に関して当社取締役会が評価・検討、取締役会としての意見のとりまとめ、代替案

の提示、大規模買付者との交渉を行い、または対抗措置を発動する際には、外部専門家等の助言を得るとと

もに、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧

告を最大限尊重するものとされています。このように、本対応方針には、当社取締役会による適正な運用を

担保するための手続も盛り込まれています。 

 以上から、本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えており

ます。 

                                           以 上 

(資料１) 

[新株予約権概要] 

１. 新株予約権付与の対象となる株主及び発行条件 

 当社取締役会で定める基準日における最終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録された株主に

対し、その所有する当社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合で

新たに払込みをさせないで新株予約権を割当てる。 

２. 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

 新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式の総数は、当社取

締役会が基準日として定める日における当社発行可能株式総数から当社普通株式の発行済株式（当社の所有

する当社普通株式を除く。）の総数を減じた株式数を上限とする。新株予約権１個当たりの目的となる株式

の数（以下「対象株式数」という。）は当社取締役会が別途定める数とする。但し、当社が株式分割または

株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。 

３. 発行する新株予約権の総数 

 新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回にわたり新株予



約権の割当を行うことがある。 

４. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額） 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）は１円以上で当社取締役会が

定める額とする。 

５. 新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。 

６. 新株予約権の行使条件 

 議決権割合が２０％以上の特定株主グループに属する者は、原則として新株予約権を行使することができ

ない。また、外国の適用法令上、当該法令の管轄地域に所在し新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要

とされる者も、原則として新株予約権を行使することができない（但し、当該外国の適用法令上適用除外規

定が利用できる者等の一定の者は行使することができるほか、この者の有する新株予約権も、後記８．のと

おり、当社による当社株式を対価とする取得の対象とする。）。さらに、特定株主グループに属する者でな

いこと等について確認する当社所定の書式による書面を提出しない者（但し、当社がかかる書面の提出を求

めなかった者を除く。）も、本新株予約権を行使することができない。詳細については、当社取締役会にお

いて別途定めるものとする。 

７. 新株予約権の行使期間 

 新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定めた日を初日（以下、かかる行使期間の初日を

「行使期間開始日」という。）とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの範囲で新株予約権無償割当て決議におい

て当社取締役会が別途定める期間とする。なお、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込

取扱場所の休業日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。 

８．当社による新株予約権の取得 

 ①当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が新株予約権を取得することが適切であると当

社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、全ての新株予約権を無

償にて取得することができるものとする。 

 ②当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、特定株主グループに属する者及び取得がなさ

れる日までに特定株主グループに属する者でないこと等について確認する当社所定の書式による書面を

提出しない者（但し、当社がかかる書面の提出を求めなかった者を除く。）以外の者が有する新株予約

権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、本新

株予約権１個につき対象株式数の当社株式を交付することができる。 

 また、かかる取得がなされた日以降に、新株予約権を有する者のうち特定株主グループに属する者以

外の者が存在すると当社取締役会が認める場合（但し、かかる取締役会の認定にあたり、当社は、本

８．②前段に定める当社所定の書式による書面の提出を求めることができる。）には上記の取得がなさ

れた日より後の当該当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、当該者の有する新株予約権のうち

当該当社取締役会の定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、新株予約権１

個につき対象株式数の当社株式を交付することができるものとし、その後も同様とする。 

（資料２) 

[独立委員会の概要] 

１． 設置 

 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 

２．構成員 

 当社取締役会により委嘱を受けた、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役・社外

監査役・経営経験豊富な企業経営者・投資銀行業務に精通する者・弁護士・公認会計士・会社法等を主たる



研究対象とする学識経験者・またはこれらに準ずる者、3 名以上で構成される。 

３． 任期 

 独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。但し、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りで

ない。また、当社社外取締役または当社社外監査役であった独立委員会委員が、取締役または監査役でなく

なった場合（再任された場合を除く。）には、独立委員会委員としての任期も同時に終了するものとする。

 独立委員会の委員に欠員が生じた場合には、上記２．記載の選任要件を満たす者の中から当社取締役会の

決議により新たな委員を選任する。新たに選任された委員の任期は、欠けることとなった元の委員の残任期

間と同じとする。 

４． 決議要件 

 独立委員会の決議は、原則として、現任の独立委員会委員の全員が出席し、その過半数をもってこれを行

うものとする。但し、独立委員会委員の全員が出席できないやむを得ない事情がある場合には、独立委員会

の決議は、独立委員会委員の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行うものとする。 

 なお、独立委員会の決議が賛否同数により成立しない場合には取締役会に対し、決議が成立しない旨の報

告を行うものとする。 

５． 決議事項その他 

 独立委員会は、取締役会の諮問がある場合には、これに応じ、原則として以下の各号に記載された事項に

ついて決定し、その決定の内容をその理由を付して当社取締役会に勧告するものとする。なお、独立委員会

の各委員は、こうした決定にあたっては、企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれ

を行うことを要し、専ら自らまたは当社取締役の個人的利益を図ることを目的としては行わないものとす

る。 

 ① 大規模買付ルールの対象となる大規模買付行為の決定 

 ② 大規模買付者が当社取締役会に提供すべき本必要情報の決定 

 ③ 大規模買付者の大規模買付行為の内容の精査・検討 

 ④ 大規模買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場合にあたるか否かの決定 

 ⑤ 大規模買付ルールを遵守したか否かの決定 

 ⑥ 取締役会評価期間の延長の決定 

 ⑦ 対抗措置を発動・変更・停止すべきかの決定 

 ⑧ 大規模買付ルールの継続・変更・廃止の検討 

 ⑨ その他、当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項 

 また、独立委員会は、適切な判断を確保するために、上記判断に際して、必要かつ十分な情報収集に努め

るものとし、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、コ

ンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ることができる。   

                                           以 上 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

なお、当中間連結会計期間において、連結子会社となった㈱東京ミッドタウンメディスンにつきまし

ては、以下の重要な契約がありました。 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

㈱東京ミッドタウン
メディスン

ジョンズ ホプキンス メデ
ィスン インターナショナル

名称、商標の使用権利及びライセンス契
約、教育・コンサルティング契約

平成19年３月30日
～平成29年３月29日



  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものはありませ

ん。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,625,640 51,634,540

東京証券取引所
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部)

―

計 51,625,640 51,634,540 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また「１株当

たり払込金額」を「１株当たり処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

  上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、払込金

額は適切に調整されるものとする。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数    3,575個 (注)１ 3,540個 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数  614,900株  (注)１ 608,880株 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額
各新株予約権につき
    1,364円 (注)１

同左

新株予約権の行使期間
平成15年11月１日～
 平成20年６月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  1,364円
資本組入額  682円

同左

新株予約権の行使の条件

① 各新株予約権の一部行使
は認められない。

② 新株予約権の割当てを受
けた者は、権利行使時に
おいて、当社の取締役も
しくは従業員または当社
子会社の取締役もしくは
従業員としての地位にあ
ることを要する。

③ 上記②にかかわらず、新
株予約権者が、新株予約
権の権利行使期間中に死
亡した場合は、その相続
人が権利を行使できるも
のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
取締役会の承認を要するもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



  

 
(注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また「１株当

たり払込金額」を「１株当たり処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

  上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、払込金

額は適切に調整されるものとする。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年６月25日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数    1,930個 (注)１ 1,920個 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数    277,920株 (注)１ 276,480株 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額
各新株予約権につき

      2,209円 (注)１
同左

新株予約権の行使期間
平成18年６月26日～
 平成26年６月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  2,209円
資本組入額 1,105円

同左

新株予約権の行使の条件

① 各新株予約権の一部行使

は認められない。

② 新株予約権の割当てを受

けた者は、権利行使時に

おいて、当社の取締役も

しくは従業員または当社

子会社の取締役もしくは

従業員としての地位にあ

ることを要する。

③ 上記②にかかわらず、新

株予約権者が、新株予約

権の権利行使期間中に死

亡した場合は、その相続

人が権利を行使できるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要するもの

とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項
― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



 
(注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また「１株当

たり払込金額」を「１株当たり処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

  上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、払込金

額は適切に調整されるものとする。 

  

株主総会の特別決議日(平成17年６月28日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数     6,839個 (注)１ 6,829個 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数   984,816株 (注)１   983,376株 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額
各新株予約権につき

      2,098円 (注)１
同左

新株予約権の行使期間
平成17年11月１日～
 平成22年６月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  2,098円
資本組入額 1,049円

同左

新株予約権の行使の条件

① 各新株予約権の一部行使

は認められない。

② 新株予約権の割当てを受

けた者は、権利行使時に

おいて、当社の取締役も

しくは従業員または当社

関係会社の取締役もしく

は従業員としての地位に

あることを要する。

③ 上記②にかかわらず、新

株予約権者が、新株予約

権の権利行使期間中に死

亡した場合は、その相続

人が権利を行使できるも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要するもの

とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項
― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) １ 新株予約権（ストック・オプション）の行使により発行済株式数が212,696株、資本金が188百万円及び資

本準備金が188百万円増加しております。 

   ２ 平成19年４月１日付をもって１株を1.2株に株式分割をし、これに伴い普通株式が8,568,824株増加してお

ります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

8,781 51,625 188 14,202 188 13,850

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

㈱宝塚コーポレーション 名古屋市中区錦３－23－６ 6,709 13.0

日本トラスティ・サービス信託 
銀行㈱（信託口）

東京都中央区晴海１-８-11 4,019 7.8

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 3,135 6.1

㈱ジーアイ 東京都新宿区西新宿４丁目２-15 2,023 3.9

㈲ケー・アイ・ 
コーポレーション

名古屋市昭和区田面町２－31－６ 1,728 3.3

伊 藤 與 朗 名古屋市瑞穂区 1,651 3.2

リゾートトラスト㈱ 名古屋市中区東桜２－18－31 1,314 2.5

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・ピーエルシー 
(常任代理人 モルガン・スタン
レー証券株式会社)

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON 
E14 4QA ENGLAND

920 1.8

バンク オブ ニューヨーク ヨ
ーロッパ リミテッド ルクセ
ンブルグ 131800 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

6D  ROUTE  DE  TREVES  L-2633 
SENNINGERBERG

782 1.5

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18-24 777 1.5

計 ― 23,062 44.7

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱  4,019千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 3,135千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ13,200株(議決権132個)及び64株含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式66株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りでありま
す。 

役職の異動 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,314,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

49,958,200
499,582 ―

単元未満株式
普通株式

352,640
― ―

発行済株式総数 51,625,640 ― ―

総株主の議決権 ― 499,582 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
リゾートトラスト株式会社

名古屋市中区東桜 
２―18―31

1,314,800 ― 1,314,800 2.5

計 ― 1,314,800 ― 1,314,800 2.5

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,760 2,770 3,010 2,980 2,955 2,580

最低(円) 2,530 2,330 2,705 2,790 2,490 2,275

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役 
会員制事業本部長

専務取締役 
会員制事業本部長及び 
会員制事業本部 大阪支社長

高浪 宣昭 平成19年７月１日

常務取締役 
業務部門管掌

常務取締役 
業務部門及び関係会社管掌

江幡 幸久 平成19年７月１日

取締役 
メディカル事業本部長

取締役
経営企画・広報部門管掌 
及び広報部長

伏見 有貴 平成19年７月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月1日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月1日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）及び前中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また、当中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並

びに中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 41,914 19,320 35,535

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※６ 4,625 4,182 4,438

 ３ 営業貸付金 22,728 26,459 24,726

 ４ 有価証券 ※２ 4,501 27,402 906

 ５ たな卸資産 ※７ 46,568 42,897 46,049

 ６ その他 5,268 6,500 6,129

   貸倒引当金 △816 △420 △900

   流動資産合計 124,790 57.0 126,341 52.8 116,886 52.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び 
    構築物

※1,2 44,961 46,172 46,442

  (2) コース勘定 4,777 7,861 7,860

  (3) 土地 ※２ 17,688 19,368 19,083

  (4) その他 ※1,7 5,964 13,475 7,830

   有形固定資産 
   合計

73,392 33.6 86,878 36.3 81,216 36.2

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 34 ― ―

  (2) その他 2,118 2,257 2,332

   無形固定資産 
   合計

2,152 1.0 2,257 1.0 2,332 1.1

 ３ 投資その他 
   の資産

  (1) 投資有価 
    証券

※２ 8,872 14,196 12,612

  (2) その他 ※２ 10,172 10,671 11,175

    貸倒引当金 △644 △1,103 △69

   投資その他の 
   資産合計

18,400 8.4 23,765 9.9 23,718 10.6

   固定資産合計 93,946 43.0 112,901 47.2 107,267 47.9

   資産合計 218,736 100.0 239,242 100.0 224,153 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

717 763 770

 ２ 短期借入金
※

2,4,5
5,560 28,694 9,560

 ３ 一年以内返済 
   予定の長期 
   借入金

※2,5 7,942 5,395 6,826

 ４ 一年以内償還 
   社債

7,850 550 850

 ５ 未払法人税等 2,266 1,808 4,121

 ６ 前受金 ※２ 17,763 16,178 12,459

 ７ その他 11,111 11,900 14,619

   流動負債合計 53,212 24.3 65,290 27.3 49,207 22.0

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ※２ 3,325 4,975 5,050

 ２ 長期借入金 ※2,5 13,200 10,980 12,320

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

22 31 22

 ４ 退職給付 
   引当金

119 206 159

 ５ 役員退職慰労 
   引当金

1,323 1,380 1,353

 ６ 預り保証金 94,373 98,503 97,731

 ７  負ののれん 59 46 53

 ８ その他 60 1,504 1,512

   固定負債合計 112,483 51.4 117,627 49.2 118,202 52.7

   負債合計 165,695 75.7 182,918 76.5 167,410 74.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 13,762 6.3 14,202 5.9 14,013 6.3

 ２ 資本剰余金 13,494 6.2 13,934 5.8 13,746 6.1

 ３ 利益剰余金 26,082 11.9 30,909 12.9 29,254 13.0

 ４ 自己株式 △635 △0.3 △3,363 △1.4 △640 △0.3

   株主資本合計 52,704 24.1 55,682 23.2 56,373 25.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

155 0.1 95 0.1 132 0.1

 ２ 土地再評価 
   差額金

31 0.0 44 0.0 31 0.0

   評価・換算 
   差額等合計

186 0.1 140 0.1 163 0.1

Ⅲ 少数株主持分 149 0.1 501 0.2 206 0.1

   純資産合計 53,041 24.3 56,324 23.5 56,743 25.3

   負債純資産合計 218,736 100.0 239,242 100.0 224,153 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 41,024 100.0 45,626 100.0 97,045 100.0

Ⅱ 売上原価 7,286 17.8 9,379 20.6 23,199 23.9

   売上総利益 33,738 82.2 36,246 79.4 73,845 76.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 広告宣伝費 754 738 1,392

 ２ 会員サービス費 308 324 655

 ３ 営繕費 939 1,097 2,630

 ４ リネン費 1,003 1,124 1,926

 ５ 貸倒引当金 
   繰入額

75 83 158

 ６ 役員報酬 275 377 617

 ７ 給料・賞与 11,810 12,657 24,092

 ８ 退職給付費用 162 216 335

 ９ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

66 72 96

 10 法定福利費 1,382 1,482 2,779

 11 福利厚生費 180 213 372

 12 支払手数料 1,535 1,826 3,045

 13 賃借料 1,184 1,292 2,413

 14 水道光熱費 1,510 1,670 3,089

 15 通信交通費 1,091 1,140 2,232

 16 減価償却費 2,195 2,204 4,914

 17 租税公課 717 792 1,312

 18 消耗品費 958 1,006 2,447

 19 のれん償却額 34 ― 68

 20 その他 2,392 28,580 69.7 2,647 30,967 67.8 5,458 60,040 61.9

  営業利益 5,157 12.5 5,279 11.6 13,804 14.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 56 157 184

 ２ 受取配当金 35 42 43

 ３ 割賦利息及び 
   手数料

11 13 26

 ４ 投資事業組合 
   利益

82 ― 83

 ５ 持分法による 
   投資利益

10 11 ―

 ６ 負ののれん 
   償却額

6 6 13

 ７ その他 61 265 0.7 138 370 0.8 128 479 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 101 55 192

 ２ 株式交付費 6 11 13

 ３ 持分法による 
   投資損失

― ― 88

 ４ 控除対象外 
   消費税等

20 38 46

 ５ シンジケート 
      ローン手数料

― 102 ―

 ６ 前受金保証料 ― 36 64

 ７ その他 56 184 0.4 57 302 0.7 114 520 0.5

   経常利益 5,238 12.8 5,346 11.7 13,763 14.2



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ ― 2 2

 ２ 投資有価証券 
   売却益

15 ― 15

 ３ 関係会社株式 
   売却益

105 155 220

 ４ 貸倒引当金 
   戻入益

― 494 545

 ５ その他 2 122 0.3 ― 651 1.4 52 835 0.8

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 19 7 65

 ２ 固定資産売却損 ※３ 0 0 6

 ３ 固定資産評価損 ※４ 2 0 2

 ４ 減損損失 ※５ 201 ― 201

 ５ 投資有価証券 
   評価損

― 0 8

 ６ 関係会社株式 
   売却損

6 123 12

 ７ 貸倒引当金 
   繰入額

― 986 ―

 ８ 匿名組合評価損 ― 148 ―

 ９ 寄付金 542 36 542

 10 抱合せ株式 
   消滅差損

― ― 931

 11 その他 12 785 1.9 6 1,309 2.8 4 1,775 1.8

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

4,575 11.2 4,689 10.3 12,823 13.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,171 1,712 6,172

   法人税等調整額 △372 1,799 4.4 100 1,812 4.0 △200 5,972 6.1

   少数株主利益 93 0.2 43 0.1 150 0.2
   中間(当期) 
   純利益

2,682 6.6 2,832 6.2 6,700 6.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 13,479 13,212 26,285 △630 52,347

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 282 282 564

 剰余金の配当 △840 △840

 役員賞与金 △196 △196

 中間純利益 2,682 2,682

 連結範囲の変更による減少高 △1,848 △1,848

 自己株式の取得 △4 △4

 株主資本以外の項目の中間連結  
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

282 282 △203 △4 357

平成18年９月30日残高(百万円) 13,762 13,494 26,082 △635 52,704

評価・換算差額等
少数株主

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 264 27 292 53 52,692

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 564

 剰余金の配当 △840

 役員賞与金 △196

 中間純利益 2,682

 連結範囲の変更による減少高 △1,848

 自己株式の取得 △4

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△109 3 △105 96 △9

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△109 3 △105 96 348

平成18年９月30日残高(百万円) 155 31 186 149 53,041



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 14,013 13,746 29,254 △640 56,373

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 188 188 376

 剰余金の配当 △1,064 △1,064

 中間純利益 2,832 2,832

 自己株式の取得 △2,723 △2,723

 連結範囲の変更による減少高 △112 △112

 株主資本以外の項目の中間連結  
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

188 188 1,655 △2,723 △690

平成19年９月30日残高(百万円) 14,202 13,934 30,909 △3,363 55,682

評価・換算差額等
少数株主

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 132 31 163 206 56,743

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 376

 剰余金の配当 △1,064

 中間純利益 2,832

 自己株式の取得 △2,723

 連結範囲の変更による減少高 △112

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△36 13 △23 295 271

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△36 13 △23 295 △418

平成19年９月30日残高(百万円) 95 44 140 501 56,324



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注１）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目（△840百万円）を含んでおります。 

（注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 13,479 13,212 26,285 △630 52,347

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 533 533 1,067

 剰余金の配当（注１） △1,687 △1,687

 役員賞与金（注２） △196 △196

 当期純利益 6,700 6,700

 自己株式の取得 △10 △10

 連結範囲の変更による減少高 △1,848 △1,848

 株主資本以外の項目の連結  
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計(百万
円)

533 533 2,968 △10 4,025

平成19年３月31日残高(百万円) 14,013 13,746 29,254 △640 56,373

評価・換算差額等
少数株主

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 264 27 292 53 52,692

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,067

 剰余金の配当（注１） △1,687

 役員賞与金（注２） △196

 当期純利益 6,700

 自己株式の取得 △10

 連結範囲の変更による減少高 △1,848

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△131 3 △128 152 24

連結会計年度中の変動額合計(百万
円)

△131 3 △128 152 4,050

平成19年３月31日残高(百万円) 132 31 163 206 56,743



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

4,575 4,689 12,823

 ２ 減価償却費 2,195 2,464 4,914

 ３ のれん及び負ののれん償却額 27 △6 54

 ４ 退職給付引当金の増減額 △4 26 4

 ５ 役員退職慰労引当金の 
   増加額

67 27 97

 ６ 受取利息及び受取配当金 △91 △200 △228

 ７ 支払利息 101 55 192

 ８ 固定資産評価損 2 0 2

 ９ 売上債権の増加額 △2,082 △1,474 △3,883

 10 たな卸資産の増加額 △466 △1,936 △206

 11 仕入債務の増減額 22 △7 75

 12 未払金の増減額 △53 △1,517 1,581

 13 前受金の増加額 6,477 3,718 1,173

 14 預り保証金の増加額 1,150 616 4,508

 15 未払消費税等の増加額 179 208 106

 16 役員賞与の支払額 △196 ― △196
 17 その他 △480 △132 1,565

    小計 11,423 6,531 22,586

 18 利息及び配当金の受取額 81 195 188
 19 利息の支払額 △101 △53 △197
 20 法人税等の支払額 △2,941 △3,883 △5,293

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

8,461 2,790 17,283

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △4,648 △5,637 △8,096

 ２ 定期預金の払戻による収入 3,637 5,647 5,756

 ３ 有価証券・投資有価証券 
   の取得による支出

△7,000 △5,331 △8,835

 ４ 有価証券・投資有価証券 
   の売却等による収入

431 4,809 5,931

 ５ 有形固定資産の取得による 
   支出

△2,242 △2,978 △7,751

 ６ 貸付による支出 △1,837 △1,533 △8,802

 ７ 貸付金の回収による収入 63 1,100 6,218

 ８ 関係会社株式の 
   引受けによる支出

△302 △1,820 △4,024

 ９ 事業買収に伴う支出 ― △950 △3,520

 10 その他 50 △49 △590

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△11,847 △6,742 △23,712



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 1,000 20,134 5,000

 ２ 長期借入れによる収入 6,000 ― 8,500

 ３ 長期借入金の返済による 
   支出

△4,428 △3,771 △8,923

 ４ 社債の償還による支出 △375 △375 △7,850

 ５ 株式の発行による収入 558 365 1,054

 ６ 自己株式の取得による支出 △4 △2,727 △10

 ７ 配当金の支払額 △840 △1,064 △1,687

 ８ その他 △0 △0 2,162

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

1,909 12,560 △1,754

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

0 3 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △1,476 8,611 △8,183

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

37,765 29,950 37,765

Ⅶ 連結の範囲変更による増加額 369 181 369

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※１ 36,657 38,743 29,950



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲

に関する事

項

(1) 連結子会社の数 11社 

 

  ㈱ジェス、㈱サンホ

テルエージェント、

ア ー ル・シ ー・ア

イ・ジャパン㈱、㈱

コンプレックス・ビ

ズ・インターナショ

ナル、第一アドシス

テム㈱、リゾートト

ラ ス ト ゴ ル フ 事 業

㈱、㈱ハイメディッ

ク、アール・ティー

開発㈱、ジャストフ

ァイナンス㈱、ベス

トクレジット㈱、ア

ール・エフ・エス㈱

(1) 連結子会社の数 12社 

 

  ㈱ジェス、㈱サンホ

テルエージェント、

ア ー ル・シ ー・ア

イ・ジャパン㈱、㈱

コンプレックス・ビ

ズ・インターナショ

ナル、第一アドシス

テム㈱、リゾートト

ラ ス ト ゴ ル フ 事 業

㈱、㈱ハイメディッ

ク、㈱東京ミッドタ

ウンメディスン、ア

ー ル・テ ィ ー 開 発

㈱、ジャストファイ

ナンス㈱、ベストク

レ ジ ッ ト ㈱、ア ー

ル・エフ・エス㈱ 

 

(1) 連結子会社の数 11社 

 

  ㈱ジェス、㈱サンホテルエージ

ェント、アール・シー・アイ・

ジャパン㈱、㈱コンプレック

ス・ビズ・インターナショナ

ル、第一アドシステム㈱、リゾ

ートトラストゴルフ事業㈱、㈱

ハイメディック、アール・ティ

ー開発㈱、ジャストファイナン

ス㈱、ベストクレジット㈱、ア

ール・エフ・エス㈱  

前連結会計年度に非連結子会社

であった第一アドシステム㈱に

つきましては、重要性が増した

ため当連結会計年度より、連結

子会社に含めております。

（連結範囲の変更） 

  前連結会計年度に非

連結子会社であった

第一アドシステム㈱

につきましては、重

要性が増したため当

中間連結会計期間よ

り、連結子会社に含

めております。 

 

(2) 主要な非連結子会社

の名称

RESORTTRUST PALAU,

INC.

㈱メディカルチェック

㈱東京ミッドタウンメ

ディスン

㈱アドバンスト・メ

ディカル・ケア

㈱ここから

（連結範囲の変更）  

前連結会計年度に非

連結子会社であった

㈱東京ミッドタウン

メディスンにつきま

しては、重要性が増

したため当中間連結

会計期間より、連結

子会社に含めており

ます。    

(2) 主要な非連結子会社

の名称

RESORTTRUST PALAU,

INC.

㈱メディカルチェック

㈱アドバンスト・メデ

ィカル・ケア

㈱ウェル・トラスト

ジョルジュ・サンク

㈲

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

(2) 主要な非連結子会社の名称

RESORTTRUST PALAU, 

INC.

㈱メディカルチェック

㈱東京ミッドタウンメディスン

㈱アドバンスト・メディカル・

ケア

㈱ウェル・トラスト

ジョルジュ・サンク(有) 

当社が匿名組合出資を行ってい

るジョルジュ・サンク㈲につき

ましては、従来、損益の持分相

当額を発生した期の損益として

計上しておりましたが、重要性

を勘案して、当連結会計年度よ

り非連結子会社（持分法適用）

としております。 

㈱ウェル・トラストにつきまし

ては平成18年11月16日に㈱ここ

からより商号変更を行ったもの

であります。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 非連結子会社につい

て連結の範囲から除

いた理由

  非連結子会社５社

は、いずれも小規模

会 社 で あ り、総 資

産、売上高、中間純

損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

はいずれも中間連結

財務諸表に重要な影

響を及ぼしていない

ためであります。

(3) 非連結子会社につい

て連結の範囲から除

いた理由

  非連結子会社につき

ましては、小規模会

社であり、総資産、

売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に

見合う額)等はいずれ

も中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼ

していないためであ

ります。

(3) 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

  非連結子会社につきまして

は、小規模会社であり、総資

産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためで

あります。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

(1)持分法を適用した非連

結子会社

    ─────

(1)持分法を適用した非連

結子会社

          １社

ジョルジュ・サンク

(有)

(1)持分法を適用した非連

結子会社

          １社

ジョルジュ・サンク

(有)

当社が匿名組合出資を

行っているジョルジ

ュ・サンク㈲につきま

しては、従来、損益の

持分相当額を発生した

期の損益として計上し

ておりましたが、重要

性を勘案して、当連結

会計年度より非連結子

会社（持分法適用）と

しております。

(2) 持分法を適用した関連

会社数     ４社 

岡崎クラシック㈱ 

多治見クラシック㈱ 

㈱セントクリークゴル

フクラブ 

㈱オークモントゴルフ

クラブ 

 

前連結会計年度に持分

法を適用していない関

連会社であった㈱オー

クモントゴルフクラブ

につきましては、重要

性が増したため当中間

連結会計期間より、持

分法を適用した関連会

社に含めております。 

 

(2) 持分法を適用した関連

会社数       ５社 

岡崎クラシック㈱ 

多治見クラシック㈱ 

㈱セントクリークゴル

フクラブ 

㈱オークモントゴルフ

クラブ 

㈱メイプルポイントゴ

ルフクラブ 

 

(2) 持分法を適用した関連

会社数       ５社 

岡崎クラシック㈱  

多治見クラシック㈱  

㈱セントクリークゴル

フクラブ  

㈱オークモントゴルフ

クラブ  

㈱メイプルポイントゴ

ルフクラブ  

 

㈱メイプルポイントゴ

ルフクラブにつきまし

ては、平成18年12月実

施の第三者割当増資に

より重要性が増したた

め、当連結会計年度よ

り持分法を適用してお

ります。  

㈱オークモントゴルフ

クラブにつきまして

は、重要性を勘案し

て、当連結会計年度よ

り持分法を適用してお

ります。

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社の名称 

RESORTTRUST PALAU, 

INC. 

㈱メディカルチェック 

㈱東京ミッドタウンメ

ディスン 

㈱アドバンスト・メデ

ィカル・ケア 

㈱ここから

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社のうち

主要な会社等の名称 

RESORTTRUST PALAU, 

INC. 

㈱メディカルチェック 

㈱アドバンスト・メデ

ィカル・ケア 

㈱ウェル・トラスト 

 

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社のうち

主要な会社等の名称 

RESORTTRUST PALAU, INC. 

㈱メディカルチェック 

㈱東京ミッドタウンメ

ディスン 

㈱アドバンスト・メデ

ィカル・ケア 

㈱ウェル・トラスト



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 持分法を適用していな

い関連会社の名称

  ジャパンクラシック㈱

  ㈱メイプルポイントゴ

ルフクラブ

  ㈱グレイスヒルズカン

トリー倶楽部

(4) 持分法を適用していな

い関連会社のうち主要

な会社等の名称

  ジャパンクラシック㈱

  ㈱グレイスヒルズカン

トリー倶楽部 

オフィシア㈱

(4) 持分法を適用していな

い関連会社のうち主要

な会社等の名称

  ジャパンクラシック㈱

  ㈱グレイスヒルズカン

トリー倶楽部

  

  持分法を適用していな

い理由

持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社については、中

間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体と

しても重要性がないた

め、これらの会社に対

する投資勘定について

は、持分法を適用せず

原価法により評価して

おります。

  

  持分法を適用していな

い理由

同左

  

持分法を適用していな

い理由 

持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社については、当

期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体と

しても重要性がないた

め、これらの会社に対

する投資勘定について

は、持分法を適用せず

原価法により評価して

おります。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は一致して

おります。

同左 連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ 有価証券 イ 有価証券 イ 有価証券

 (イ)満期保有目的の債券

   償却原価法

 (イ)満期保有目的の債券

同左

 (イ)満期保有目的の債券

同左

 (ロ)その他有価証券

   時価のあるもの

    中間期末日の市場

価格等に基づく時

価法

    (評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

 (ロ)その他有価証券

   時価のあるもの

同左

    

       

    

   

    

    

     

   時価のないもの

同左

 (ロ)その他有価証券

   時価のあるもの

    期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

同左

ロ デリバティブ

  時価法

  但し、特例処理の要件

を満たす金利スワップ

契約については、時価

評価せず、その金銭の

受払の純額を金利変換

の対象となる負債に係

る利息に加減して処理

しております。

ロ デリバティブ

同左

ロ デリバティブ

同左

ハ たな卸資産

 (イ)商品・原材料・貯蔵

品

   最終仕入原価法

ハ たな卸資産

 (イ)商品・原材料・貯蔵

品

同左

ハ たな卸資産

 (イ)商品・原材料・貯蔵

品

同左

 (ロ)分譲用土地建物・分

譲用不動産支出金

   個別法による原価法

 (ロ)分譲用土地建物・分

譲用不動産支出金

同左

 (ロ)分譲用土地建物・分

譲用不動産支出金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。但し、建物(建物

附属設備を除く。)は

定額法によっておりま

す。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

  また、取得価額10万円

以上20万円未満の資産

については、３年間で

均等償却する方法を採

用しております。

イ 有形固定資産

  主として定率法です

が、一部の連結子会社

は定額法によっており

ます。但し、建物（建

物付属設備を除く。）

は定額法によっており

ます。 

  建物及び構築物 

 ・・・・3～50年

  機械装置及び運搬具 

 ・・・・3～17年

  また、取得価額10万円

以上20万円未満の資産

については、３年間で

均等償却する方法を採

用しております。

イ 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。但し、建物(建物

附属設備を除く。)は

定額法によっておりま

す。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

  また、取得価額10万円

以上20万円未満の資産

については、３年間で

均等償却する方法を採

用しております。

ロ 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。但し、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法によってお

ります。

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

ロ 無形固定資産

同左

ロ 無形固定資産

同左

ハ 長期前払費用

  均等償却をしておりま

す。なお、償却期間に

ついては、法人税法に

規定する方法と同一の

基準によっておりま

す。

ハ 長期前払費用

同左

ハ 長期前払費用

同左

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

イ 株式交付費

  支出時に全額費用とし

て処理しております。

イ 株式交付費

同左

イ 株式交付費

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基

準

(4) 重要な引当金の計上基

準

(4) 重要な引当金の計上基

準

イ 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。(なお、連結会

社間債権に対応する部

分は消去しておりま

す。)

イ 貸倒引当金

同左

イ 貸倒引当金

同左

ロ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)

による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)に

よる按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度

より費用処理しており

ます。

ロ 退職給付引当金

同左

ロ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上し

ております。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)

による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年

度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)に

よる按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度

より費用処理しており

ます。

ハ 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金支給に充てるため、

内規に基づく基準額を

引当計上しておりま

す。

ハ 役員退職慰労引当金

同左

ハ 役員退職慰労引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処

理方法

(5) 重要なリース取引の処

理方法

(5) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

同左 同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

イ ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ

処理によっておりま

す。

  なお、特例処理の要件

を満たしている金利ス

ワップについては特例

処理によっておりま

す。

イ ヘッジ会計の方法

同左

イ ヘッジ会計の方法

同左

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ・ヘッジ手段

   …金利スワップ取引

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

  ・ヘッジ対象

…借入金の支払利息

  

  

  

ハ ヘッジ方針

  ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしており

ます。

  なお、投機目的による

デリバティブ取引は行

わない方針でありま

す。

ハ ヘッジ方針

同左

ハ ヘッジ方針

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

ニ ヘッジ有効性評価の方

法

  ヘッジ手段とヘッジ対

象の資産・負債又は予

定取引に関する重要な

条件が同一であり、か

つヘッジ開始時及びそ

の後も継続して相場変

動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺

するものと想定するこ

とができるため、ヘッ

ジの有効性の判定は省

略しております。

ニ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

ニ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

  消費税等の会計処理の

方法

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式

によっており、資産に

係る控除対象外消費税

等は当中間連結会計期

間の費用として処理し

ております。

  消費税等の会計処理の

方法

同左

  消費税等の会計処理の

方法

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式

によっており、資産に

係る控除対象外消費税

等は当連結会計年度の

費用として処理してお

ります。

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資としてお

ります。

同左 同左



会計処理の変更 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準) 

 当中間連結会計期間から

「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号)を

適用しております。 

 これまでの「資本の部」の

合計に相当する金額は52,891

百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規

則の改正により、当中間連結

会計期間における中間連結財

務諸表は、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成して

おります。

(有形固定資産の減価償却方法の変更) 

(イ)当中間連結会計期間から、連結子会社

株式会社ハイメディックの有形固定資産の

減価償却方法につき、定率法から定額法に

変更しております。同社の主要な有形固定

資産である高度医療機器は耐用年数が短く

減価償却費の計上と設備の稼動状況の対応

を図ることが従来の減価償却方法では困難

となっております。同社が高度医療管理機

器等賃貸業許可を取得したこと及び株式会

社東京ミッドタウンメディスンを当中間連

結会計期間より新たに連結子会社としたこ

と等から、連結グループにおいてはメディ

カル事業の重要性が高まっている状況にあ

り、設備の賃貸料や開業後の年会費収入及

び保証金償却収入といったメディカル事業

の収益の中心が安定的に計上されることに

対して、減価償却費の費用配分方法として

合理的な方法である定額法を当中間連結会

計期間より採用することと致しました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比

べて、営業利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益は278百万円増加しておりま

す。 

 また、施設向けの設備に対する減価償却

費については、賃貸業の許可を取得してい

ることに伴い、前連結会計年度までは販売

費及び一般管理費としていましたが当中間

連結会計期間より売上原価としておりま

す。 

 この結果、従来の方法によった場合と比

べて、売上総利益が344百万円減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

(ロ)提出会社及び連結子会社において、法

人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく方法により減価償

却費を計上しております。なお、従来の方

法によった場合と比べて、影響額は軽微で

あります。 

 

（貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準） 

当連結会計年度から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

 これまでの「資本の部」の

合計に相当する金額は56,537

百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の

改正により、当連結会計年度

における連結財務諸表は、改

正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

（企業結合に係る会計基準

等） 

当連結会計年度から「企業結

合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31

日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第７号）並びに

「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 

最終改正平成18年12月22日 

企業会計基準適用指針第10

号）を適用しております。



  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

(完成前開発物件の支払額の計上方法の

変更) 

従来、完成前開発物件についての支払額

は、たな卸資産のみで計上し完成時にたな

卸資産と有形固定資産に区分計上しており

ましたが、当中間連結会計期間より、物件

ごとに支出時に支払額をたな卸資産と有形

固定資産にそれぞれ区分して計上する方法

に変更しています。 

この変更は、当連結会計年度末に新業態で

あるアーバンリゾートホテルの開業を迎え

る事、開発物件が増加しホテルの仕様がよ

り多様化している現状を踏まえ、開発開始

時にはホテルの仕様がほぼ明確になってい

ることや販売開始時点においては不動産の

売主専有部分と販売分譲部分の区分割合が

物件ごとに明確になることから、固定資産

部分の金額を開発時点から合理的に区分す

ることが可能となっており、更に貸借対照

表計上区分とキャッシュ・フロー活動区分

との整合性も明確になることによるもので

す。 

これにより、従来の方法によった場合と比

べて、たな卸資産が5,818百万円減少し、

有形固定資産のその他が同額増加しており

ます。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん」又は「負ののれん」と表示しております。

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定の償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「のれん償却額」と表示しております。

 前中間連結会計期間において「新株発行費償却」と

して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「株式交付費」と表示しております。

 前中間連結会計期間において営業外利益の「その

他」に含められておりました「投資事業組合利益」

（前中間連結会計期間9百万円）は、営業外収益総額の

100分の10超となったため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その

他」に含められておりました「控除対象外消費税等」

(前中間連結会計期間11百万円)は、営業外費用総額の

100分の10超となったため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定の償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「のれん償却額」と表示しております。

(中間連結貸借対照表) 

 従来「現金及び預金」に含めて表示していた譲渡性

預金は、「金融商品会計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号 最終改正平成19年７月４日）、

「『中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関

する規則』の取扱いに関する留意事項について」（最

終改正平成19年10月２日）及び「金融商品会計に関す

るＱ＆Ａ」（会計制度委員会 最終改正平成19年11月

６日）が改正されたことに伴い、当中間連結会計期間

より「有価証券」に含めて表示しています。 

なお、譲渡性預金の残高は、前中間連結会計期間末は

「現金及び預金」に1,000百万円、当中間連結会計期間

末は「有価証券」に27,000百万円含まれております。

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その

他」に含められておりました「前受金保証料」（前中

間連結会計期間32百万円）は、営業外費用総額の100分

の10超となったため、当中間連結会計期間より区分掲

記しております。



追加情報 

  

 
注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

─────

平成19年３月31日以前に取得した有形
固定資産については、償却可能限度額ま
で償却が終了した翌期から５年間で均等
償却する方法によっております。 
この結果、従来の方法によった場合と比
べて、営業利益、経常利益及び税金等調
整前中間純利益がそれぞれ60百万円減少
しております。 
 

─────

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額

44,627百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

51,342百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額

46,744百万円

 

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 5,600百万円

建物及び 
構築物

17,582百万円

土地 8,282百万円

投資有価証券 512百万円

投資その他の 
資産のその他

300百万円

計 32,277百万円
 

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 6,600百万円

建物及び
構築物

16,832百万円

土地 8,282百万円

投資有価証券 31百万円

投資その他の
資産のその他

300百万円

計 32,046百万円

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 5,600百万円

有価証券 303百万円

建物及び 
構築物

17,193百万円

土地 8,282百万円

投資有価証券 208百万円

投資その他の 
資産のその他

300百万円

計 31,887百万円

   上記資産は下記の債務の担

保に供しております。

短期借入金 1,500百万円

一年以内返済 
予定の長期 
借入金

1,254百万円

前受金 13,864百万円

社債 1,500百万円

社債発行に 
係る被保証 
債務

2,675百万円

長期借入金 2,896百万円

リース契約 77百万円

計 23,768百万円

   上記資産は下記の債務の担保

に供しております。

短期借入金 13,000百万円

一年以内返済
予定の長期 
借入金

1,006百万円

前受金 14,174百万円

社債 1,500百万円

社債発行に
係る被保証 
債務

1,825百万円

長期借入金 1,890百万円

リース契約 41百万円

計 33,437百万円

   上記資産は下記の債務の担

保に供しております。

短期借入金 1,500百万円

一年以内返済 
予定の長期 
借入金

1,372百万円

前受金 10,576百万円

社債 1,500百万円

社債発行に 
係る被保証 
債務

2,200百万円

長期借入金 2,183百万円

リース契約 57百万円

計 19,389百万円

 ３ 保証債務

   会員等の金融機関との

ローン契約に対する保

証

エクシブ会員 87百万円

ゴルフ会員 462百万円

計 550百万円

 ３ 保証債務

   会員等の金融機関とのローン契約

に対する保証

エクシブ会員 89百万円

ゴルフ会員 322百万円

その他 6百万円

計 419百万円

 ３ 保証債務

   会員等の金融機関との

ローン契約に対する保

証

エクシブ会員 92百万円

ゴルフ会員 390百万円

計 483百万円



前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※４    ───── 

 

 

 

 

 

※５    ───── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※４ 当社はコミットメントライン契約に

よる資金調達を行っております。こ

の契約による資金調達枠は100億円で

あり、当中間連結会計期間末の資金

調達実行残高は100億円で、未実行資

金調達枠残高はありません。

※５ 財務制限条項 

上記コミットメントライン契約には

財務制限条項が付されており、下記

条項に抵触した場合、契約上の全て

の債務について期限の利益を失い、

借入金元本ならびに利息および精算

金その他支払義務を有する全ての金

員を支払うことになっております。 

①貸借対照表（連結ベース）の純資

産の部の金額を平成19年３月決算期

末日における貸借対照表（連結ベー

ス）の純資産の部の金額の80％およ

び直前の決算期末日における貸借対

照表（連結ベース）の純資産の部の

金額の80％のいずれか高い方の金額

以上に維持すること。 

②貸借対照表（単体ベース）の純資

産の部の金額を平成19年３月決算期

末日における貸借対照表（単体ベー

ス）の純資産の部の金額の80％およ

び直前の決算期末日における貸借対

照表（単体ベース）の純資産の部の

金額の80％のいずれか高い方の金額

以上に維持すること。 

③損益計算書（連結ベース）上の経

常損益につき、２期連続して損失を

計上しないこと。 

④損益計算書（単体ベース）上の経

常損益につき、２期連続して損失を

計上しないこと。 

 また、連結子会社のジャストファ

イナンス㈱において、一年以内返済

予定の長期借入金1,288百万円、長期

借入金2,577百万円には、以下の財務

制限条項が付されており、下記条項

に抵触した場合、契約上の全ての債

務について期限の利益を失い、借入

金元本ならびに利息および精算金そ

の他支払義務を有する全ての金員を

支払うことになっております。 

①貸借対照表の純資産の部の金額を

平成17年３月決算期末日における貸

借対照表の純資産の部の金額の75％

および直前の決算期末日における貸

借対照表の純資産の部の金額の75％

のいずれか高い方の金額以上に維持

すること。 

②損益計算書上の税引後当期損益に

つき、２期連続して損失を計上しな

いこと。

※４    ───── 

 

 

 

 

 

※５    ───── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※６ 中間連結会計期間末日

満期手形の会計処理に

ついては、満期日に決

済が行われたものとし

て処理しております。 

なお、当中間連結会計

期間末日が金融機関の

休日であったため、次

の中間連結会計期間末

日満期手形が、中間連

結会計期間末残高から

除かれております。 

受取手形   96百万円

※７ 従来、有形固定資産の

その他に含めて表示し

ておりました建設仮勘

定3,152百万円を、当中

間連結会計期間より販

売用不動産に所有目的

を変更したため、たな

卸資産に振替えており

ます。

※６ 中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、満期日に決済が

行われたものとして処理しておりま

す。 

なお、当中間連結会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が、中

間連結会計期間末残高から除かれて

おります。 

受取手形     86百万円 

 

 

 

※７    ───── 

 

※６ 期末日満期手形の会計

処理 

期末日満期手形の会計

処理については、当期

の末日が金融機関の休

日でありますが、満期

日に決済が行われたも

のとして処理しており

ます。期末日満期手形

は次の通りでありま

す。 

受取手形   90百万円 

 

※７ 従来、有形固定資産の

その他に含めて表示し

ておりました建設仮勘

定3,152百万円を、当連

結会計年度より販売用

不動産に所有目的を変

更したため、たな卸資

産に振替えておりま

す。   

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１    ───── ※１ 固定資産売却益の内訳は次の

通りであります。   

機械装置及び
運搬具

2百万円

工具・器具及び
備品

0百万円

   計 2百万円
 

※１ 固定資産売却益の内訳は次の

通りであります。
工具・器具及び 
備品

0百万円

土地 2百万円

計 2百万円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

通りであります。

建物 12百万円

機械装置及び 
運搬具

3百万円

工具・器具及び 
備品

3百万円

計 19百万円
 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

通りであります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び
運搬具

1百万円

工具・器具及び
備品

4百万円

計 7百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

通りであります。

建物及び構築物 28百万円

機械装置及び 
運搬具

19百万円

工具・器具及び 
備品

16百万円

その他 0百万円

計 65百万円

 

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

通りであります。
機械装置及び 
運搬具

0百万円
 

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

通りであります。
工具・器具及び
備品

0百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

通りであります。

その他 6百万円

計 6百万円

※４ 固定資産評価損の内訳は次の

通りであります。

ゴルフ会員権 
評価損

2百万円

※４ 固定資産評価損の内訳は次の

通りであります。

ゴルフ会員権
評価損

0百万円

※４ 固定資産評価損の内訳は次の

通りであります。

ゴルフ会員権 
評価損

   2百万円

 



次へ 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※５ 減損損失

当中間連結会計期間において

当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を認

識致しました。

場所 用途 種類
金額 

(百万円)
三重県
度会郡
他４件

遊休 
資産

土地、
建物等

201

当社グループは、管理会計上

の区分を基礎とし、遊休資産

については個々の物件ごとに

資産のグルーピングを行って

おります。

遊休資産については、市場価

格が著しく下落しており、か

つ将来の使用見込もないた

め、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

致しました。

なお、遊休資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定

しており、土地については相

続税評価額を基礎として算定

し、主要な建物等については

帳簿価額を零まで減額してお

ります。

※５    ───── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５ 減損損失

当連結会計年度において当社

グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を認識致

しました。

場所 用途 種類
金額 

(百万円)
三重県
度会郡
他４件

遊休 
資産

土地、
建物等

201

当社グループは、管理会計上

の区分を基礎とし、遊休資産

については個々の物件ごとに

資産のグルーピングを行って

おります。

遊休資産については、市場価

格が著しく下落しており、か

つ将来の使用見込もないた

め、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

致しました。

なお、遊休資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定

しており、土地については相

続税評価額を基礎として算定

し、主要な建物等については

帳簿価額を零まで減額してお

ります。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権の行使による増加          315,600株 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加          1,320株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
        株式分割による増加          8,568,824株 
        新株予約権の行使による増加       212,696株 
         

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

        株式分割による増加                        53,603株 

        自己株式買付による増加                   983,400株 
        単元未満株式の買取りによる増加          9,844株 
         

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 42,293,584 315,600 ― 42,609,184

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 264,969 1,320 ― 266,289

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 840 20 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月16日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 846 20 平成18年9月30日 平成18年12月11日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 42,844,120 8,781,520 ― 51,625,640

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 268,019 1,046,847 ― 1,314,866



(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
       新株予約権の行使による増加          550,536株 
         

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
        単元未満株式の買取りによる増加          3,050株 
         

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
         

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
         

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 1,064 25 平成19年3月31日 平成19年6月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,257 25 平成19年9月30日 平成19年12月10日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 42,293,584 550,536 ― 42,844,120

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 264,969 3,050 ― 268,019

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 840 20 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月16日 
取締役会

普通株式 846 20 平成18年９月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,064 25 平成19年３月31日 平成19年６月29日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記される科目の金額との

関係

現金及び預金勘定 41,914百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 
及び担保預金

△5,757百万円

有価証券勘定に計 
上されている中期 
国債ファンド等

501百万円

現金及び 
現金同等物

36,657百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記される科目の金額との

関係

現金及び預金勘定 19,320百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金
及び担保預金

△7,577百万円

有価証券勘定に計
上されている譲渡
性預金

27,000百万円

現金及び 
現金同等物

38,743百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れる科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 35,535百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 
及び担保預金

△6,086百万円

有価証券勘定に計 
上されている中期 
国債ファンド等

501百万円

現金及び
現金同等物

29,950百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ 借手側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ 借手側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ 借手側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額
(百万円)

中間期末
残高 

相当額
(百万円)

(有形固 
定資産) 
その他

3,248 1,618 1,630

(無形固 
定資産) 
その他

110 32 77

合計 3,359 1,650 1,708

 

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額
(百万円)

中間期末
残高 

相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

1,828 1,124 704

(有形固 
定資産) 
その他

1,174 646 527

(無形固 
定資産) 
その他

110 54 55

合計 3,112 1,825 1,286
 

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額
(百万円)

期末残高

相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

2,186 1,242 944

(有形固 
定資産) 
その他

1,239 656 582

(無形固 
定資産) 
その他

110 43 66

合計 3,536 1,942 1,594

 (注) 取得価額相当額は、連結会

社の未経過リース料中間期

末残高が連結会社の有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、連結会

社の未経過リース料期末残

高が連結会社の有形固定資

産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 521百万円

１年超 1,186百万円

 合計 1,708百万円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 499百万円

１年超 787百万円

 合計 1,286百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 521百万円

１年超 1,072百万円

合計 1,594百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、連結会社の未

経過リース料中間期末残高

が連結会社の有形固定資産

の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、連結会社の未経過

リース料期末残高が連結会

社の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 285百万円

減価償却費相当額 285百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 268百万円

減価償却費相当額 268百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 574百万円

減価償却費相当額 574百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

       同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

       同左



前へ   次へ 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 上記の他、以下の通り転貸リー

ス取引に係る未経過リース料中

間期末残高相当額があります。

２ 上記の他、以下の通り転貸リー

ス取引に係る未経過リース料中

間期末残高相当額があります。

２ 上記の他、以下の通り転貸リー

ス取引に係る未経過リース料期

末残高相当額があります。

 

未経過リース料中間期末残高相当額

(1) 未経過受取リース料

１年以内 2百万円

１年超 2百万円

 合計 4百万円
 

未経過リース料中間期末残高相当額

(1) 未経過受取リース料

１年以内 0百万円

１年超 2百万円

 合計 3百万円

未経過リース料期末残高相当額

(1) 未経過受取リース料

１年以内 1百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円

 

(2) 未経過支払リース料

１年以内 2百万円

１年超 2百万円

 合計 4百万円
 

(2) 未経過支払リース料

１年以内 0百万円

１年超 2百万円

 合計 3百万円

(2) 未経過支払リース料

１年以内 1百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円

 (注) 未経過受取リース料及び未

経過支払リース料は、連結

会社の営業債権及び有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、そ

れぞれ「受取利子込み法」

及び「支払利子込み法」に

より算定しております。

 (注)    同左  (注) 未経過受取リース料及び未

経過支払リース料は、連結

会社の営業債権及び有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、それぞ

れ「受取利子込み法」及び

「支払利子込み法」により

算定しております。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 国債・地方債等 410 411 1

 社債 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

計 410 411 1

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(2) その他有価証券

 株式 538 794 256

 債券 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

計 538 794 256

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 仕組み債 3,000

計 3,000

(2) その他有価証券

 非上場株式 12

 非上場債券(社債) 508

 中期国債ファンド 501

 優先出資証券 1,000

 資産担保コマーシャルペーパー 4,000 

 その他 335

計 6,357

(3) 子会社株式及び関連会社株式(非上場 
  株式)

 子会社株式 558

 関連会社株式 2,253

計 2,811



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 国債・地方債等 405 405 0

 社債 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

計 405 405 0

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(2) その他有価証券

 株式 876 1,037 160

 債券 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

計 876 1,037 160

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 ユーロ円債 4,000

計 4,000

(2) その他有価証券

 非上場株式 19

 非上場債券(社債) 508

 優先出資証券 1,000

 譲渡性預金 27,000

 その他 9

計 28,537

(3) 子会社株式及び関連会社株式 
  (非上場株式)

 子会社株式 1,491

 関連会社株式 6,128

計 7,620



前へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年４月１日 至 平成19年９月30日)、前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３

月31日) 

全てヘッジ会計を適用しているため、いずれにおいても該当事項はありません。 
  

(ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

 国債・地方債等 407 408 0

 社債 ― ― ―

 その他 ― ― ―

計 407 408 0

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

 株式 538 757 218

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

計 538 757 218

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

    ユーロ円債 3,000

(2) その他有価証券

 非上場株式 21

 非上場債券(社債) 508

 中期国債ファンド 501

 優先出資証券 1,000

 その他 40

(3) 子会社株式及び関連会社株式(非上場 
  株式)

 子会社株式 2,214

 関連会社株式 5,067



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

(前中間連結会計期間) 

(単位 百万円) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

 
  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)

会員権 
事業

ホテルレ
ストラン 
等事業

ゴルフ
事業

メディカ
ル事業

その他 計
消去又は 
全社

連結

 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

13,150 22,608 2,951 2,203 110 41,024 ― 41,024

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 725 1 3 257 987 (987) ―

計 13,150 23,334 2,953 2,206 368 42,012 (987) 41,024

営業費用 10,440 21,593 2,697 1,896 226 36,854 (987) 35,866

営業利益 2,710 1,740 255 309 142 5,157 ― 5,157

会員権事業……………………ホテル会員権の販売、及びリゾート会員権購入者を対象とした金銭の貸与

ホテルレストラン等事業……ホテル・レストラン等の運営、ホテルの清掃、会員サービス(ワンダーネ

ット事業の売上高、継続料収入、名義変更料、旅行部門の売上高、通販売

上、商品販売、会員制ホテルの交換利用における手数料収入)、損害保険

代理業、ヘアアクセサリー等の製造・販売、及びトータルビューティー事

業、テレマーケティング事業

ゴルフ事業……………………ゴルフ場の建設及び経営、ゴルフ会員権の販売、及びゴルフ会員権購入者

を対象とした金銭の貸与

メディカル事業………………メディカル会員権の販売、その管理、及びメディカル会員権購入者を対象

とした金銭の貸与

その他事業……………………不動産の賃貸等



(当中間連結会計期間) 

(単位 百万円) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

 
３ 「第５ 経理の状況 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 会計処理の変更」に記載の通

り、当中間連結会計期間から、連結子会社の一部において、減価償却資産の減価償却の方法を、定率法から

定額法へ変更しております。この変更により、従来の方法によった場合と比べて、メディカル事業セグメン

トにおいて営業費用は278百万円少なく、営業利益は278百万円多く計上されております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)

会員権 
事業

ホテルレ
ストラン 
等事業

ゴルフ
事業

メディカ
ル事業

その他 計
消去又は 
全社

連結

 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

15,082 24,616 3,040 2,776 109 45,626 ― 45,626

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

13 949 3 2 270 1,239 (1,239) ―

計 15,096 25,566 3,044 2,779 380 46,865 (1,239) 45,626

営業費用 12,118 23,837 2,983 2,402 245 41,586 (1,239) 40,346

営業利益 2,977 1,728 61 376 135 5,279 ― 5,279

会員権事業……………………ホテル会員権の販売及びリゾート会員権購入者を対象とした金銭の貸与

ホテルレストラン等事業……ホテル・レストラン等の運営、ホテルの清掃、会員サービス(ワンダーネ

ット事業の売上高、継続料収入、名義変更料、旅行部門の売上高、通販売

上、商品販売、会員制ホテルの交換利用における手数料収入)、損害保険

代理業、ヘアアクセサリー等の製造・販売、及びトータルビューティー事

業、テレマーケティング事業

ゴルフ事業……………………ゴルフ場の建設及び経営、ゴルフ会員権の販売及びゴルフ会員権購入者を

対象とした金銭の貸与

メディカル事業………………メディカル会員権の販売、その管理及びメディカル会員権購入者を対象と

した金銭の貸与、施設経営コンサルティング事業、医療設備賃貸業

その他事業……………………不動産の賃貸等



(前連結会計年度) 

(単位 百万円) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

 
３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は49,663百万円であり、その主なものは、提出会

社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産

等であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31

日)における本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、その記載を省

略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31

日)における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

会員権 
事業

ホテルレ
ストラン 
等事業

ゴルフ
事業

メディカ
ル事業

その他 計
消去又は 
全社

連結

 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

41,927 45,080 5,298 4,518 220 97,045 ― 97,045

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 1,513 3 3 515 2,037 (2,037) ―

計 41,928 46,593 5,302 4,522 735 99,082 (2,037) 97,045

営業費用 30,797 44,773 5,101 4,189 415 85,277 (2,037) 83,240

    営業利益 11,130 1,819 200 333 320 13,804 ― 13,804

資産・減価償却費及び

資本的支出

 資産 77,665 59,630 22,505 10,331 4,357 174,490 49,663 224,153

 減価償却費 381 3,191 331 849 161 4,914 ― 4,914

 資本的支出 644 4,701 40 2,881 89 8,356 388 8,744

会員権事業……………………ホテル会員権の販売及びリゾート会員権購入者を対象とした金銭の貸与

ホテルレストラン等事業……ホテル・レストラン等の運営、ホテルの清掃、会員サービス(ワンダーネ

ット事業の売上高、継続料収入、名義変更料、旅行部門の売上高、通販売

上、商品販売、会員制ホテルの交換利用における手数料収入)、損害保険

代理業、ヘアアクセサリー等の製造・販売、及びトータルビューティー事

業、テレマーケティング事業

ゴルフ事業……………………ゴルフ場の建設及び経営、ゴルフ会員権の販売及びゴルフ会員権購入者を

対象とした金銭の貸与

メディカル事業………………メディカル会員権の販売、その管理及びメディカル会員権購入者を対象と

した金銭の貸与

その他事業……………………不動産の賃貸等



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  

１. １株当たり純資産額                              

 
  

２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

３．株式分割について 

  当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

   当社は、平成19年４月１日付で普通株式１株に対し普通株式1.2株の割合で株式分割を行いました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下

の通りであります。 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,249円12銭 1,109円56銭 1,327円91銭

１株当たり中間(当期)純利益 63円54銭 56円13銭 158円28銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益

62円47銭 54円85銭 155円84銭

項目
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日)

前連結会計年度末
（平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)の純資産
の部の合計額 （百万円）

53,041 56,324 56,743

普通株式に係る純資産額(百万円) 52,891 55,822 56,537

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分 149 501

 
206

普通株式の発行済株式数（千株） 42,609 51,625 42,844

普通株式の自己株式数(千株) 266 1,314 268

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(千株)

42,342 50,310 42,576

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益(百万円) 2,682 2,832 6,700

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ ―

 普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 2,682 2,832 6,700

 普通株式の期中平均株式数(千株) 42,215 50,466 42,335

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

 普通株式増加数(千株) 720 1,177 660

 (うち新株予約権) (720) (1,177) (660)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間(当期)純利益の算定に含まれなか
った潜在株式の概要

― ― ―

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,040円93銭１株当たり純資産額   1,106円59銭

１株当たり中間純利益 52円95銭１株当たり当期純利益 131円90銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 52円06銭潜在株式調整後１株当たり当期純利益 129円87銭



(重要な後発事象) 
  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

─────── 
 

(自己株式の取得) 
当社は、平成19年10月16日開催の取締
役会において、会社法第165条第３項の
規定により読み替えて適用される同法
第156条の規定に基づき、自己株式を取
得することを決議いたしました。 
 
（1）理由

資本効率を改善し、機動的な資
本政策を行うため

（2）取得する株式の種類
   普通株式 
（3）取得する株式の数 
   1,000,000株（上限） 
（4）株式の取得価額の総額 
   2,600百万円（上限） 
（5）自己株式取得の期間 
   平成19年10月17日から 
   平成19年11月13日まで 
 なお、当該自己株式の取得は以下の
通り終了いたしました。 
（1）買付期間 
   平成19年10月17日から 
   平成19年11月13日 
（2）取得した株式の総数 
   763,800株 
（3）取得価額の総額 
   1,838,318,000円 
（4）取得方法 
   東京証券取引所における市場買付  

(株式分割)
平成19年2月13日開催の当社取締役会におい
て株式分割による新株式の発行を行う旨の
決議をしております。 
当該株式分割の内容は、下記の通りであり
ます。
１ 平成19年４月１日付をもって、平成19

年３月31日（ただし、当日は株主名簿管

理人の休日であるため、実質上は平成19

年３月30日）最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載又は記録された株主の所有

株式数を1株につき1.2株の割合をもって

分割する。

２ 分割による増加する株式数 

 普通株式    8,568,824株
当該株式分割が前期首に行われたと仮定し
た場合前連結会計年度における１株当たり
情報は以下の通りです。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
  至  平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

１株当たり
純資産額

1,039円74銭
１株当たり 
純資産額

1,106円59銭

１株当たり
当期純利益

98円28銭
１株当たり 
当期純利益

131円90銭

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

93円87銭
潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

129円87銭

(自己株式の取得)
当社は、平成19年５月15日開催の取締役会
において、会社法第165条第３項の規定によ
り読み替えて適用される同法第156条の規定
に基づき、自己株式を取得することを決議
いたしました。

（1） 理由

資本効率を改善し、機動的な資本政
策を行うため

（2） 取得する株式の種類 

   普通株式 

（3） 取得する株式の数 

   1,000,000株（上限） 

（4） 株式の取得価額の総額 

   2,700百万円（上限） 

（5） 自己株式取得の期間 

   平成19年５月17日から 

   平成19年６月29日まで 

 なお、当該自己株式の取得は以下の通り

終了いたしました。 

（1） 買付期間 

   平成19年５月17日から 

   平成19年６月７日 

（2） 取得した株式の総数 

   983,400株 

（3） 取得価額の総額 

   2,696,496,500円 

（4） 取得方法 

   東京証券取引所における市場買付



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 35,872 15,437 29,370

 ２ 受取手形 ※７ 1,126 1,039 1,177

 ３ 売掛金 2,688 2,288 2,510

 ４ 有価証券 ※２ 4,501 27,402 906

 ５ たな卸資産 ※８ 46,100 42,402 45,497

 ６ その他 4,277 5,218 4,698

   貸倒引当金 △705 △268 △777

   流動資産合計 93,862 53.1 93,520 50.0 83,383 48.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※1,2 35,204 35,615 36,410

  (2) 構築物 ※１ 2,873 2,834 2,973

  (3) コース勘定 2,197 2,197 2,197

  (4) 土地 ※２ 13,058 13,745 13,513

  (5) 建設仮勘定 ※８ 65 6,063 36

  (6) その他 ※１ 2,829 3,121 3,407

   有形固定資産 
   合計

56,228 31.8 63,578 34.0 58,539 33.8

 ２ 無形固定資産 2,049 1.2 2,208 1.2 2,281 1.3

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 6,040 6,549 5,300

  (2) 関係会社株式 8,858 12,594 12,556

  (3) 長期貸付金 2,681 1,810 331

  (4) その他 ※２ 7,149 6,900 10,973

   貸倒引当金 △99 △116 △69

   投資その他の 
   資産合計

24,630 13.9 27,737 14.8 29,091 16.8

   固定資産合計 82,908 46.9 93,524 50.0 89,912 51.9

   資産合計 176,770 100.0 187,045 100.0 173,295 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 660 714 731

 ２ 短期借入金
※

2,4,5
1,500 18,000 1,500

 ３ 一年以内返済 
   予定の長期 
   借入金

※２ 1,270 681 1,012

 ４ 一年以内償還 
   社債

7,850 550 850

 ５ 未払金 3,384 3,431 5,177

 ６ 未払法人税等 1,836 1,302 3,677

 ７ 前受金 ※２ 17,755 16,159 12,433

 ８ その他 ※６ 5,523 6,216 7,170

   流動負債合計 39,781 22.5 47,053 25.2 32,552 18.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ※２ 1,825 1,275 1,350

 ２ 長期借入金 ※２ 934 253 446

 ３ 退職給付引当金 55 131 89

 ４ 役員退職慰労 
   引当金

1,156 1,211 1,184

 ５ 長期預り金 13,065 10,627 11,079

 ６ 預り保証金 70,129 73,557 72,692

 ７ その他 4 11 3

   固定負債合計 87,170 49.3 87,067 46.5 86,843 50.1

   負債合計 126,952 71.8 134,121 71.7 119,396 68.9



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 13,762 7.8 14,202 7.6 14,013 8.1

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 13,411 13,850 13,662

  (2) その他資本 
    剰余金

83 83 83

   資本剰余金合計 13,494 7.6 13,934 7.4 13,746 7.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 371 371 371

  (2) その他利益 
    剰余金

    特別償却 
    準備金

9 2 5

    別途積立金 18,300 21,300 18,300

    繰越利益 
    剰余金

4,361 22,671 6,381 27,683 7,972 26,277

   利益剰余金合計 23,042 13.1 28,055 15.0 26,648 15.4

 ４ 自己株式 △635 △0.4 △3,363 △1.8 △640 △0.4

   株主資本合計 49,664 28.1 52,828 28.2 53,768 31.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

154 95 131

   評価・換算 
   差額等合計

154 0.1 95 0.1 131 0.1

   純資産合計 49,818 28.2 52,923 28.3 53,899 31.1

   負債純資産合計 176,770 100.0 187,045 100.0 173,295 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 35,181 100.0 39,153 100.0 85,168 100.0

Ⅱ 売上原価 5,488 15.6 6,962 17.8 19,376 22.8

   売上総利益 29,692 84.4 32,191 82.2 65,792 77.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

25,907 73.6 28,066 71.7 54,400 63.9

   営業利益 3,785 10.8 4,125 10.5 11,392 13.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 269 0.8 326 0.8 513 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 306 0.9 381 0.9 623 0.7

   経常利益 3,748 10.7 4,070 10.4 11,283 13.2

Ⅵ 特別利益 ※３ 1 0.0 496 1.3 56 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4,6 214 0.6 307 0.8 250 0.3

   税引前中間 
   (当期)純利益

3,535 10.1 4,259 10.9 11,089 13.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,730 1,210 5,380

   法人税等調整額 △229 1,500 4.3 578 1,788 4.6 △779 4,600 5.4

   中間(当期) 
   純利益

2,035 5.8 2,470 6.3 6,488 7.6



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 13,479 13,128 83 13,212

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 282 282 282

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

282 282 ─ 282

平成18年９月30日残高(百万円) 13,762 13,411 83 13,494

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 371 22 17,300 4,349 22,042 △630 48,104

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 564

 特別償却準備金の取崩 △12 12 ─ ─

 別途積立金 1,000 △1,000 ─ ─

 剰余金の配当 △840 △840 △840

 役員賞与金 △194 △194 △194

 中間純利益 2,035 2,035 2,035

 自己株式の取得 △4 △4

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ △12 1,000 12 999 △4 1,559

平成18年９月30日残高(百万円) 371 9 18,300 4,361 23,042 △635 49,664

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 264 264 48,369

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 564

 特別償却準備金の取崩 ─

 別途積立金 ─

 剰余金の配当 △840

 役員賞与金 △194

 中間純利益 2,035

 自己株式の取得 △4

 株主資本以外の項目の 
  中間会計期間中の変動額(純額)

△110 △110 △110

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△110 △110 1,449

平成18年９月30日残高(百万円) 154 154 49,818



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

資本 

剰余金 

合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計
特別償却

準備金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 14,013 13,662 83 13,746 371 5 18,300 7,972 26,648 △640 53,768

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 188 188 188 376

 剰余金の配当 △1,064 △1,064 △1,064

 特別償却準備金の取崩 △2 2 ─ ─

 中間純利益 2,470 2,470 2,470

 自己株式の取得 △2,723 △2,723

 別途積立金 3,000 △3,000 ─ ─

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

188 188 ─ 188 ─ △2 3,000 △1,591 1,406 △2,723 △939

平成19年９月30日残高(百万円) 14,202 13,850 83 13,934 371 2 21,300 6,381 28,055 △3,363 52,828

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 131 131 53,899

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 376

 剰余金の配当 △1,064

 特別償却準備金の取崩 ─

 中間純利益 2,470

 自己株式の取得 △2,723

 別途積立金 ─

 株主資本以外の項目の 
  中間会計期間中の変動額(純額)

△35 △35 △35

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△35 △35 △975

平成19年９月30日残高(百万円) 95 95 52,923



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 13,479 13,128 83 13,212

事業年度中の変動額

 新株の発行 533 533 533

剰余金の配当（注１）

特別償却準備金の取崩

役員賞与金（注２）

当期純利益

自己株式の取得

別途積立金（注２）

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(百万円) 533 533 ─ 533

平成19年３月31日残高(百万円) 14,013 13,662 83 13,746

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 371 22 17,300 4,349 22,042 △630 48,104

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,067

 剰余金の配当（注１） △1,687 △1,687 △1,687

 特別賞与準備金の取崩 △16 16 ─ ─

 役員賞与金（注２） △194 △194 △194

 当期純利益 6,488 6,488 6,488

 自己株式の取得 △10 △10

 別途積立金（注２） 1,000 △1,000 ─ ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ △16 1,000 3,622 4,606 △10 5,663

平成19年３月31日残高(百万円) 371 5 18,300 7,972 26,648 △640 53,768



  

 
（注１）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目（△840百万円）を含んでおります。 
（注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 264 264 48,369

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,067

 剰余金の配当（注１） △1,687

 特別償却準備金の取崩 ─

 役員賞与金（注２） △194

 当期純利益 6,488

 自己株式の取得 △10

 別途積立金（注２） ─

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額(純額)

△133 △133 △133

事業年度中の変動額合計(百万円) △133 △133 5,530

平成19年３月31日残高(百万円) 131 131 53,899



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び

評価方法

(1) 商品・原材料・貯蔵品

   最終仕入原価法

(1) 商品・原材料・貯蔵品

同左

(1) 商品・原材料・貯蔵品

同左

(2) 分譲用土地建物・分譲

用不動産支出金

(2) 分譲用土地建物・分譲

用不動産支出金

(2) 分譲用土地建物・分譲

用不動産支出金

   個別法による原価法 同左 同左

(3) 有価証券 (3) 有価証券 (3) 有価証券

イ 満期保有目的の債券

   償却原価法

ロ 子会社株式及び関連会

社株式

   移動平均法による原

価法

イ 満期保有目的の債券

同左

ロ 子会社株式及び関連会

社株式

同左

イ 満期保有目的の債券

同左

ロ 子会社株式及び関連会

社株式

同左

ハ その他有価証券

  時価のあるもの

   中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

ハ その他有価証券

  時価のあるもの

     同左 

    

    

    

    

    

    

  時価のないもの

同左

ハ その他有価証券

  時価のあるもの

   期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は、全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は、移

動平均法により算

定)

  時価のないもの

同左

(4) デリバティブ (4) デリバティブ (4) デリバティブ

  時価法

   但し、特例処理の要

件を満たす金利スワ

ップ契約について

は、時価評価せず、

その金銭の受払の純

額を金利変換の対象

となる負債に係る利

息に加減して処理し

ております。

同左 同左

２ 固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。但し、建物(建物

附属設備を除く。)は

定額法によっておりま

す。 

なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。 

また、取得価額10万円

以上20万円未満の資産

については、３年間で

均等償却する方法を採

用しております。

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。但し、建物（建物

附属設備を除く。）は

定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建 物 及 び 構 築 物

・・・・ ３～50年  

 機械装置及び 

 運搬具 

・・・・ ３～17年 

又、取得価額10万円以

上20万円未満の減価償

却資産については、３

年間で均等償却する方

法を採用しておりま

す。

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。但し、建物(建物

附属設備を除く。)は

定額法によっておりま

す。 

なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。 

また、取得価額10万円

以上20万円未満の資産

については、３年間で

均等償却する方法を採

用しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

   定額法によっておりま

す。但し、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法によってお

ります。 

なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

同左 同左

(3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用

   均等償却をしておりま

す。 

なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

同左 同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。

同左 同左

(2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)

による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(５年)による按分額

をそれぞれ発生の翌期

から費用処理しており

ます。

同左   従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してお

ります。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)

による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(５年)による按分額

をそれぞれ発生の翌期

から費用処理しており

ます。

(3) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金支給に充てるため、

内規に基づく基準額を

引当計上しておりま

す。

同左 同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 繰延資産の処理方法 (1) 株式交付費 (1) 株式交付費 (1) 株式交付費

  支出時に全額費用とし

て処理しております。
同左 同左

５ リース取引の処理方

法
リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ

処理によっておりま

す。 

なお、特例処理の要件

を満たしている金利ス

ワップについては特例

処理によっておりま

す。

同左 同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

・ヘッジ手段 

  …金利スワップ取引 

・ヘッジ対象 

  …借入金の支払利息 

同左 同左

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針

  ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしており

ます。なお、投機目的

によるデリバティブ取

引は行わない方針であ

ります。

同左 同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  ヘッジ手段とヘッジ対

象の資産・負債又は予

定取引に関する重要な

条件が同一であり、か

つヘッジ開始時及びそ

の後も継続して相場変

動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺

するものと想定するこ

とができるため、ヘッ

ジの有効性の判定は省

略しております。

同左 同左

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おり、資産に係る控除対象

外消費税等は発生事業年度

の期間費用としておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おり、資産に係る控除対象

外消費税等は、当期の期間

費用として処理しておりま

す。



会計処理の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準) 

 当中間会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 これまでの「資本の部」の合

計に相当する金額は49,818百万

円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の

改正により、当中間会計期間に

おける中間財務諸表は、改正後

の中間財務諸表等規則により作

成しております。

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく方法に

より減価償却費を計上しております。な

お、従来の方法によった場合と比べて、

影響額は軽微であります。 

 

(完成前開発物件の支払額の計上方法の

変更) 

 従来、完成前開発物件についての支払

額は、たな卸資産のみで計上し完成時に

たな卸資産と有形固定資産に区分計上し

ておりましたが、当中間会計期間より、

物件ごとに支出時に支払額をたな卸資産

と有形固定資産にそれぞれ区分して計上

する方法に変更しています。 

 この変更は、当事業年度末に新業態で

あるアーバンリゾートホテルの開業を迎

える事、開発物件が増加しホテルの仕様

がより多様化している現状を踏まえ、開

発開始時にはホテルの仕様がほぼ明確に

なっていることや販売開始時点において

は不動産の売主専有部分と販売分譲部分

の区分割合が物件ごとに明確になること

から、固定資産部分の金額を開発時点か

ら合理的に区分することが可能となって

おり、更に貸借対照表計上区分とキャッ

シュ・フロー活動区分との整合性も明確

になることから、支出時に支払額をたな

卸資産と有形固定資産にそれぞれ区分計

上する方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法によった場合

と比べて、たな卸資産が5,818百万円減少

し、有形固定資産のその他が同額増加し

ております。

(貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準) 

 当事業年度から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基

準適用指針第８号)を適用して

おります。 

 これまでの「資本の部」の

合計に相当する金額は53,899

百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改

正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務

諸表等規則により作成してお

ります。



表示方法の変更 

 
追加情報 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

─────
(中間貸借対照表) 

従来「現金及び預金」に含めて表示していた譲渡性預

金は、「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度

委員会報告第14号等 最終改正平成19年７月４日）、

「『中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則』の取扱いに関する留意事項について」（最終

改正平成19年10月２日）及び「金融商品会計に関する

Ｑ＆Ａ」（会計制度委員会 最終改正平成19年11月６

日）が改正されたことに伴い、当中間会計期間より

「有価証券」に含めて表示しています。 

なお、譲渡性預金の残高は、前中間会計期間末は「現

金及び預金」に1,000百万円、当中間会計期間末は「有

価証券」に27,000百万円含まれております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

─────
 当中間会計期間から平成19年３

月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償

却する方法によっております。こ

の結果、従来の方法によった場合

と比べて、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益がそれぞれ53

百万円減少しております。

 

───── 

 

 

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

41,683百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

44,384百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

42,872百万円

 

 

 

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 5,600百万円

建物 14,099百万円

土地 6,816百万円

投資有価証券 512百万円

投資その他の 
資産のその他

300百万円

計 27,329百万円

  上記資産は下記の債務の担保に

供しております。

短期借入金 1,500百万円

一年以内返済 
予定の 
長期借入金

1,154百万円

社債発行に係
る被保証債務

2,675百万円

長期借入金 559百万円

前受金 13,864百万円

リース契約 77百万円

関係会社の 
借入金

1,862百万円

計 21,693百万円

 

 

 

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 6,600百万円

建物 13,449百万円

土地 6,816百万円

投資有価証券 31百万円

投資その他の
資産のその他

300百万円

計 27,198百万円

  上記資産は下記の債務の担保に

供しております。

短期借入金 13,000百万円

一年以内返済
予定の 
長期借入金

306百万円

社債発行に係
る被保証債務

1,825百万円

長期借入金 253百万円

前受金 14,174百万円

リース契約 41百万円

関係会社の
借入金

1,862百万円

計 31,462百万円

 

 

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 5,600百万円

有価証券 303百万円

建物 13,760百万円

土地 6,816百万円

投資有価証券 208百万円

投資その他の 
資産のその他

300百万円

計 26,990百万円

  上記資産は下記の債務の担保に

供しております。

短期借入金 1,500百万円

一年以内返済 
予定の 
長期借入金

472百万円

社債発行に係
る被保証債務

2,200百万円

長期借入金 321百万円

前受金 10,576百万円

リース契約 57百万円

関係会社の
借入金

2,237百万円

計 17,364百万円

 ３ 保証債務
  (1) 関係会社の金融機関からの

借入金に対する保証

ジャストファイ 
ナンス㈱

1,838百万円

アール・ティ 
ー開発㈱

1,599百万円

計 3,437百万円

 ３ 保証債務
  (1) 関係会社の金融機関からの

借入金に対する保証

ジャストファイ
ナンス㈱

1,000百万円

アール・ティ
ー開発㈱

1,337百万円

計 2,337百万円

 ３ 保証債務
 (1) 関係会社の金融機関からの

借入金に対する保証

ジャストファイ 
ナンス㈱

1,397百万円

アール・ティ 
ー開発㈱

1,462百万円

計 2,859百万円

  (2) 会員等の金融機関とのロー

ン契約に対する保証

エクシブ会員 244百万円

ベイコート 
倶楽部会員

119百万円

ハイメディッ
ク会員

17百万円

マンション
購入者

579百万円

ゴルフ会員 477百万円

クルーザー 
クラブ会員

2百万円

計 1,440百万円

  (2) 会員等の金融機関とのロー

ン契約に対する保証

エクシブ会員 360百万円

ベイコート
倶楽部会員

222百万円

ハイメディッ
ク会員

24百万円

マンション
購入者

448百万円

ゴルフ会員 333百万円

クルーザー
クラブ会員

2百万円

計 1,392百万円

  (2) 会員等の金融機関とのロー

ン契約に対する保証

エクシブ会員 271百万円

ベイコート
倶楽部会員

133百万円

ハイメディッ
ク会員

24百万円

マンション
購入者

492百万円

ゴルフ会員 401百万円

クルーザー
クラブ会員

1百万円

計 1,325百万円

 

  (3) 関係会社のリース契約等に

対する保証

第一アドシス
テム㈱

83百万円

計 83百万円
 

  (3) 関係会社のリース契約等に

対する保証

第一アドシス
テム㈱

6百万円

計 6百万円
 

  (3) 関係会社のリース契約等に

対する保証

第一アドシス
テム㈱

―

計 ―



  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※４   ───── 

 

 

 

 

 

 

※５   ───── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※４ 当社はコミットメントライン

契約による資金調達を行って

おります。この契約による資

金調達枠は100億円であり、当

中間会計期間末の資金調達実

行残高は100億円で、未実行資

金調達枠残高はありません。

※５ 財務制限条項 

上記コミットメントライン契

約には財務制限条項が付され

ており、下記条項に抵触した

場合、契約上の全ての債務に

ついて期限の利益を失い、借

入金元本ならびに利息および

精算金その他支払義務を有す

る全ての金員を支払うことに

なっております。 

①貸借対照表（連結ベース）

の純資産の部の金額を平成19

年３月決算期末日における貸

借対照表（連結ベース）の純

資産の部の金額の80％および

直前の決算期末日における貸

借対照表（連結ベース）の純

資産の部の金額の80％のいず

れか高い方の金額以上に維持

すること。 

②貸借対照表（単体ベース）

の純資産の部の金額を平成19

年３月決算期末日における貸

借対照表（単体ベース）の純

資産の部の金額の80％および

直前の決算期末日における貸

借対照表（単体ベース）の純

資産の部の金額の80％のいず

れか高い方の金額以上に維持

すること。 

③損益計算書（連結ベース）

上の経常損益につき、２期連

続して損失を計上しないこ

と。 

④損益計算書（単体ベース）

上の経常損益につき、２期連

続して損失を計上しないこ

と。

※４   ───── 

  

 

 

 

 

 

※５   ───── 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



次へ 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※６ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。

※７ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高から除かれております。 

受取手形  82百万円

※８ 従来、建設仮勘定に含めて表

示しておりました販売用不動

産を、当中間会計期間より所

有目的を変更したため、たな

卸資産3,152百万円に振替えて

おります。

※６ 消費税等の取扱い

   同左 

    

 

   

※７ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高から除かれております。 

受取手形  74百万円

※８    ─────

※６   ───── 

 

   

    

   

※７ 期末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形の会計処理に

ついては当期の末日が金融機

関の休日でありますが、満期

日に決済が行われたものとし

て処理しております。期末日

満期手形は、次のとおりであ

ります。 

受取手形  79百万円 

 

※８ 従来、有形固定資産の建設仮

勘定に含めて表示しておりま

した3,152百万円を、当事業年

度より販売用不動産に所有目

的を変更したため、分譲用不

動産支出金に振替えておりま

す。



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 73百万円

受取配当金 35百万円

割賦利息及び
手数料

9百万円

投資事業 
組合利益

82百万円
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 149百万円

受取配当金 43百万円

割賦利息及び
手数料

11百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 231百万円

受取配当金 43百万円

割賦利息及び
手数料

22百万円

投資事業
組合利益

83百万円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 172百万円

社債利息 56百万円

株式交付費 6百万円

控除対象外 
消費税等

20百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 145百万円

社債利息 8百万円

株式交付費 11百万円

控除対象外 
消費税等

38百万円

シンジケートロ
ーン手数料

102百万円

前受金保証料 36百万円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 342百万円

社債利息 108百万円

株式交付費 13百万円

控除対象外 
消費税等

46百万円

前受金保証料 64百万円

※３    ───────

 

※３ 特別利益の主要項目
   固定資産売却益

車輌運搬具 2百万円

工具・器具 
及び備品

0百万円

計 2百万円

貸倒引当金戻入額 494百万円

   
 

※３ 特別利益の主要項目
   固定資産売却益

工具・器具 
及び備品

0百万円

土地 2百万円

計 2百万円

解約和解金 52百万円

 

※４ 特別損失の主要項目
   固定資産除却損

建物 4百万円

機械及び装置 3百万円

車輌運搬具 0百万円

工具・器具及び 
備品

2百万円

計 9百万円

固定資産売却損

車輌運搬具 0百万円

減損損失 201百万円

関係会社株式 
売却損

2百万円

※４ 特別損失の主要項目
   固定資産除却損

建物 1百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 1百万円

車輌運搬具 0百万円

工具・器具及び
備品

3百万円

計 6百万円

固定資産売却損

工具・器具及び
備品

0百万円

関係会社株式
売却損

150百万円

匿名組合評価損 148百万円

 

 

※４ 特別損失の主要項目
   固定資産処分損

建物 6百万円

構築物 12百万円

機械及び装置 7百万円

車両運搬具 0百万円

工具・器具及び
器具備品

11百万円

計 37百万円

   固定資産売却損

船舶 6百万円

車両運搬具 0百万円

計 6百万円

減損損失 201百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,628百万円

無形固定資産 120百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,779百万円

無形固定資産 124百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 3,532百万円

無形固定資産 251百万円



次へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※６ 減損損失

当中間会計期間において当社

は以下の資産グループについ

て減損損失を認識致しまし

た。

場所 用途 種類
金額 

(百万円)
三重県
度会郡
他４件

遊休 
資産

土地、
建物等

201

当社は、管理会計上の区分を

基礎とし、遊休資産について

は個々の物件ごとに資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。

遊休資産については、市場価

格が著しく下落しており、か

つ将来の使用見込もないた

め、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

致しました。

なお、遊休資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定

しており、土地については相

続税評価額を基礎として算定

し、主要な建物等については

帳簿価額を零まで減額してお

ります。

※６    ───────

 

※６ 減損損失

当事業年度において当社は以

下の資産グループについて減

損損失を認識致しました。 

 

場所 用途 種類
金額 

(百万円)
三重県
度会郡
他４件

遊休 
資産

土地、
建物等

201

当社は、管理会計上の区分を

基礎とし、遊休資産について

は個々の物件ごとに資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。

遊休資産については、市場価

格が著しく下落しており、か

つ将来の使用見込もないた

め、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

致しました。

なお、遊休資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定

しており、土地については相

続税評価額を基礎として算定

し、主要な建物等については

帳簿価額を零まで減額してお

ります。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  (変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加        1,320株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  (変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   株式分割による増加            53,603株 

   自己株式買付けによる増加         983,400株 

   単元未満株式の買取りによる増加       9,844株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  (変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加      3,050株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 264,969 1,320 ─ 266,289

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 268,019 1,046,847 ― 1,314,866

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 264,969 3,050 ― 268,019



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ 借手側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ 借手側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ 借手側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

(有形固 
定資産) 
その他

2,670 1,269 1,401

合計 2,670 1,269 1,401
 

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

(有形固 
定資産) 
その他

2,397 1,424 973

合計 2,397 1,424 973

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額
(百万円)

期末残高
 

相当額
(百万円)

(有形固 
定資産) 
その他

2,840 1,497 1,343

合計 2,840 1,497 1,343

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が、

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 403百万円

１年超 997百万円

 合計 1,401百万円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 377百万円

１年超 595百万円

 合計 973百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 410百万円

１年超 932百万円

合計 1,343百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が、有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 218百万円

減価償却費相当額 218百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 203百万円

減価償却費相当額 203百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 444百万円

減価償却費相当額 444百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



前へ 

(有価証券関係) 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間末(平成18年９月30日)、当中間会計期間末(平成19年９月30日)及び前事業年度末
(平成19年３月31日)の該当事項はありません。 

  
(１株当たり情報) 
中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  
(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
 

─────── 
 

(自己株式の取得) 
当社は、平成19年10月16日開催の取締
役会において、会社法第165条第３項の
規定により読み替えて適用される同法
第156条の規定に基づき、自己株式を取
得することを決議いたしました。 
 
（1）理由

資本効率を改善し、機動的な資
本政策を行うため

（2）取得する株式の種類
   普通株式 
（3）取得する株式の数 
   1,000,000株（上限） 
（4）株式の取得価額の総額 
   2,600百万円（上限） 
（5）自己株式取得の期間 
   平成19年10月17日から 
   平成19年11月13日まで 
なお、当該自己株式の取得は以下の通
り終了いたしました。 
（1）買付期間 
   平成19年10月17日から 
   平成19年11月13日 
（2）取得した株式の総数 
   763,800株 
（3）取得価額の総額 
   1,838,318,000円 
（4）取得方法 
   東京証券取引所における市場買付

 

(株式分割)
平成19年2月13日開催の当社取締役会におい
て株式分割による新株式の発行を行う旨の決
議をしております。 
当該株式分割の内容は、下記の通りでありま
す。
１ 平成19年４月１日付をもって、平成19年

３月31日（ただし、当日は株主名簿管理人

の休日であるため、実質上は平成19年３月

30日）最終の株主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された株主の所有株式数を1

株につき1.2株の割合をもって分割する。

２ 分割による増加する株式数 

 普通株式    8,568,824株
当該株式分割が前期首に行われたと仮定した
場合前事業年度における１株当たり情報は以
下の通りです。

前事業年度
(自 平成17年４月１日 

  至  平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至  平成19年３月31日)

１株当たり
純資産額

955円19銭
１株当たり 
純資産額

1,054円97銭

１株当たり
当期純利益

70円79銭１株当たり 
当期純利益

127円72銭

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

67円61銭
潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

125円76銭

(自己株式の取得)
当社は、平成19年５月15日開催の取締役会に
おいて、会社法第165条第３項の規定により
読み替えて適用される同法第156条の規定に
基づき、自己株式を取得することを決議いた
しました。

（1） 理由

資本効率を改善し、機動的な資本政
策を行うため

（2） 取得する株式の種類 

   普通株式 

（3） 取得する株式の数 

   1,000,000株（上限） 

（4） 株式の取得価額の総額 

   2,700百万円（上限） 

（5） 自己株式取得の期間 

   平成19年５月17日から 

   平成19年６月29日まで 

なお、当該自己株式の取得は以下の通り終了

いたしました。 

（1） 買付期間 

   平成19年５月17日から 

   平成19年６月７日 

（2） 取得した株式の総数 

   983,400株 

（3） 取得価額の総額 

   2,696,496,500円 

（4） 取得方法 

   東京証券取引所における市場買付



(2) 【その他】 

第35期(平成19年４月１日より平成20年３月31日まで)中間配当については、平成19年11月14日開催の

取締役会において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主

に対し次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

  

① 中間配当金の総額 1,257百万円

② １株当たり中間配当金 25円00銭

③ 支払請求権の効力発生日 
  及び支払開始日

平成19年12月10日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

 
  

該当事項はありません。 

(１)有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第34期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出

(２)有価証券報告書の 
訂正報告書

平成19年９月19日 
関東財務局長に提出

（１）の有価証券報告書及びその添付書類に係る訂正報告書であります。

(３)自己株券買付状況報告書

報告期間 （自 平成19年５月15日   至 平成19年５月31日） 平成19年６月13日
関東財務局長に提出

報告期間 （自 平成19年６月１日   至 平成19年６月30日） 平成19年７月12日
関東財務局長に提出

報告期間 （自 平成19年10月16日   至 平成19年10月31日） 平成19年11月9日
関東財務局長に提出

報告期間 （自 平成19年11月１日   至 平成19年11月30日） 平成19年12月10日

関東財務局長に提出

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月20日

リゾートトラスト株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているリゾートトラスト株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、リゾートトラスト株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  藤  泰  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  近  藤  昭  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  野  誠  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月20日

リゾートトラスト株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているリゾートトラスト株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、リゾートトラスト株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報  

会計処理の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は当中間連結会計期間より、有形固定資産の

減価償却方法及び完成前開発物件の支払額の計上方法を変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  藤  泰  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  野  誠  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  井  幹  太  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月20日

リゾートトラスト株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているリゾートトラスト株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第34期事業年度の中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、リゾートトラスト株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  藤  泰  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  近  藤  昭  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  野  誠  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月20日

リゾートトラスト株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているリゾートトラスト株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第35期事業年度

の中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、リゾートトラスト株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

追記情報  

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、完成前開発物件の支払額の計上方法

を変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  藤  泰  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  野  誠  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  井  幹  太  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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